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知の市場
－理念と実践－

（10年間：2004～2014年度実績）

第13回知の市場協議会第13回知の市場協議会
2015年8月6日

知の市場会長
増田優

Ⅰ 理念と運営Ⅰ．理念と運営

知の市場
－化学生物総合管理の再教育講座の発展的継承－

社学連携

自立的で解放的な協力関係を形成しながら

人々が自己研鑽と自己実現のために

立場を越えて自ら活動する場

(Voluntary Open Network Multiversity) 

現場基点 互学互教

知の市場
Free Market of･by･for

Wisdom

化学･生物総合管理の
再教育講座

発展的に継承

知の市場の展開
第０期：黎明期（～2003年度）

第Ⅰ期：形成期（2004年度～2008年度）

第 期 展開期（ 年度 年度）第Ⅱ期：展開期（2009年度～2012年度）

第Ⅲ期：完成期（2013年度～2014年度）

第Ⅳ期：進化期（2015年度～ ）
完全にボランティア活動で運営する教育活動

知の市場

Free Market of・by・for 
Wisdom

知恵を持ち寄り
互いの知恵を活かし合う場

自由な交流を尊重し
知の伝播と普遍化を重視

知識の切り売りを排し、
対面教育を重視

自立的で開放的な協力関係を形成しながら

人々が自己研鑚と自己実現のために

立場を越えて自ら活動する場

Voluntary Open Network Multiversity

ボランティアを基礎におく
信頼と協働の活動

自主的・主体的 自立的・自律的
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実社会に根ざした

知の世界の再構築

使い勝手の良い知識体系多様な人々が活かせる

現場基点

互学互教 社学連携

使い勝手の良い知識体系多様な人々が活かせる

知識体系の再構築

供給（学・産・宗）側の知識体系
から

需要（社会・人々）側の知識体系需要（社会 人 ）側の知識体系
へ

百科全書
1751年から1772年まで20年以上かけて
フランスで完成した大規模な百科事典。

使い勝手の良い知識体系現実の社会を踏まえて

１．総合的かつ実践的な学習機会の提供

２．充分な情報提供と受講者の自己責任による自由な科目選択

３．広範な分野の多様な社会人を対象

総合的な学習機会を提供するとともに実践的な学習機会を提供する。このため、社会の広範
な領域で活動を展開する機関が協力し、実社会で実践してきた多彩な講師によって開講する。

科目、講師など開講に関する情報を充分に提供し、受講者が自己責任により自由に受講科目
を選択することを基本とする。このため科目の内容や開講の実績などを事前に公開する。

学生・院生を含む広範な分野の多様な社会人の受講を想定し、強い学習動機と積極的な参加
意思を有する者を受講者とすることを基本とする。

運営の基本方針

４．大学・大学院に準拠した厳しい成績評価と受講修了証の発行

５．大学・大学院の履修科目としての活用

６．連携・協力関係の深化と教育における新たな活動

意思を有する者を受講者とすることを基本とする。

大学・大学院に準拠した厳しい成績評価を行うことを原則とし、所定の成績を修めた受講者に
は受講修了証を発行する。

諸々の大学・大学院が開講する科目を学生・院生の履修科目として位置づけ単位取得の対象
とすることを奨励するとともに、社会人の修士号、博士号の取得に活用することを推奨する。
また、社会人に対して学校教育法に基づく履修証明書を発行することを勧奨する。

開講機関や連携機関などが「知の市場」の活動を通して醸成した信頼関係をもとに、若い力を
積極的に糾合しながら連携･協力関係を深化させ、教育において新たな活動を試みることを推
奨し、支援する

知の市場
－全関係者－

受講者 講師 開講機関

理念と基本方針を共有して協働

10101010

１．受講者 ２．講師 ３．開講機関
４．連携機関 ５．協議会 ６．評価委員会

７．連携学会 ８．協力者・協力機関 ９．友の会
１０．有志学生実行委員 １１．事務局

自律的な判断により自立的に役割を実践

知の市場の構成

共催講座：
「知の市場」の理念と基本方針に沿いつつ｢知の市場｣の運営体
制を踏まえて、連携機関の協力のもと開講機関が主催する 。

関連講座関連講座：
｢知の市場｣の基本方針を念頭に置きつつ諸般の情況を踏まえて
個々の主催者が自らの主体性と責任のもと柔軟かつ弾力的に運
営する。

再教育講座や共催講座での経験を活かした活動、開講機関や連
携機関が実施する活動、自己研鑽と自己実現に資する活動など
であって｢知の市場｣の理念を共有する活動。

多様な事情に応じ得る弾力性の確保

１．知の市場の理念・基本方針の公開

２．諸規定の充実と公開

３．運営体制の簡素化・効率化と協働関係の強化

1） マニュアルや受講修了証などの諸様式の標準化

2） 「知の市場」のロゴマ クの統

参画者の連携強化の方策

2） 「知の市場」のロゴマークの統一

3） 共通受講システムの導入

4） 参画機関のＨＰの整備と相互リンク

４．学生・院生の若い力と社会人有志の経験を積極
的に活用

理念を共有しつつ各機関の主体性の尊重
規範の統一と手段の標準化による連携強化
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知の市場－理念と運営－

応募及び受講に関する規定
応募にあたっての留意点に関する細則

応募方法に関する規定

成績評価及び受講修了証などの発行に関する規定

規定による協働関係の強化

認識の共有化のため規範の明確化と公開

成績評価及び受講修了証などの発行に関する規定

奨励賞の授与に関する規定

連絡方法に関する規定
受講者、講師等への連絡方法に関する細則

受講者及び講師のアンケートに関する規定

知の市場友の会規約

要領による運営体制の簡素化・効率化

業務及び年間予定に関する要領

開講機関と開催地の表記及び科目の分類と表示に関する要領

ホームページの開設及び共通受講システムの導入に関する要領

広報に関する要領

ID及びパスワードの設定並びに管理に関する要領

活動の合理化のため手段や様式の標準化と共有

講義資料の作成及び知的財産権の扱いに関する要領
講義の準備と進め方に関する細目

資料などの保管及び電子的方式でつくられる資料の名称付けに関する要領

受講修了証の作成及び発行の方法及び手順に関する要領

年次大会の開催に関する要領

知の市場奨励賞の授与の決定手順及び選考基準に関する要領

１．総合的な学習機会の提供

２．実践的な学習機会の提供

社会においてそれぞれの立場で役割を果たす人材の育成に資するため、現代の社
会と世界の動向を理解するために必要な広範な領域を学ぶ機会を提供

専門機関・研究機関、産業界、ＮＰＯ・ＮＧＯ、大学との連携により、実務経験を豊富
に有する者が講師として参画し 実社会に根ざした学ぶ機会を提供

教育の基本方針
大学院水準のしっかりとした

自己研鑽の機会の提供

３．充分な情報提供と受講者の自己責任による自由な科目選択

４．大学・大学院に準拠した厳しい成績評価

に有する者が講師として参画し、実社会に根ざした学ぶ機会を提供

受講者の的確な科目選択に資するため、科目を分野別、水準別に分類して明示し、
講義内容や講師などの情報、講座の計画と実績に関する情報など詳細な情報を提
供したうえで、受講者自身が自らの必要に応じて自らの判断と責任で科目を選択

応募動機の確認から始まり、講義毎に出席を確認し15回小レポートを提出。最終レ

ポートを提出。大学・大学院に準拠した基準に従い、出席状況と最終レポートを評価
して所定の基準を満たした受講者に対しては科目毎に受講修了証を交付

生
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総合的な学習機会の提供
－多様な社会人の幅広い要請に応える場－

それぞれの立場 それぞれの必要性
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多様な
社会の
要請

環境部門

安全部門

専門機関
研究機関

市民
消費者

企画部門
経営者 公務 教職 学生・院生

保
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開講分野の科目分類
大分類

共
催

1.化学物質総合経営

2.生物総合経営

3.コミュニケーション

4.分野別総合管理

5 社会変革と技術革新

中分類

4
分
野
別
総
合
管
理

1) 医療･保健

2) 労働

3) 食･農

4) 鉱工業製品･医薬品

5) 環境

6) 放射線・原子力

講
座

5.社会変革と技術革新

6.地域（2011年度新設)

7.国際（2012年度新設)

8.教育・人材育成（同上)

9.芸術・スポーツ（同上)

7) 保安・防災

5
社
会
変
革
と
技
術
革
新

1) 技術革新

2)物質材料・化学技術

3)資源・エネルギー

4) 金融・三次産業ほか

5) 知的財産・特許

6) 基準・認証・標準・試薬

7) 法制

8) 歴史

関
連
講
座

教養編

専門編

研修編

大学･大学院編

開講科目の分野
ー共催・関連講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期）ー

‐第Ⅲ期‐‐第Ⅰ期‐

化学物質総

合経営
37%

分野別総合

管理

社会変革と

技術革新
23%

地域
0%

技術リスク
7%

国際
0%

教育・人材

育成
0%

芸術・スポー

ツ
0%

化学物質

総合経営

20%技術リスク
0%

国際
5%

教育・人材

育成

7%

芸術・ス

ポーツ

1%

‐第Ⅱ期‐

生物総合経

営
19%

コミュニケー

ション
14%

管理

0%

化学物質総

合経営
31%

生物総合経

営
10%コミュニケー

ション
2%

分野別総合

管理
40%

社会変革と

技術革新
10%

地域
3%

技術リ

スク
0%国際

2%

教育・人材育

成
1%

芸術・スポー

ツ
1%

生物総合

経営

8%

コミュニ

ケーション

5%

分野別総

合管理

32%

社会変革

と技術革

新

17%

地域
5%

多様な分野
教育・人材育成の増加
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開講科目の水準
ー共催・関連講座（第Ⅰ期･第Ⅱ期・第Ⅲ期）ー

‐第Ⅲ期‐‐第Ⅰ期‐

基礎

56%

中級

39%

上級

5%

基礎

34%

上級

15%

‐第Ⅱ期‐
基礎

23%

中級

49%

上級

28%

56%

中級

51%
中級が５割

大学
名古屋市立大学学びなおし支援センター

名古屋市立大学健康科学講座オープンカレッジ
名古屋市立大学大学院医学研究科

福山大学社会連携研究推進センター
福山大学大学院工学研究科生命工学専攻

産業医科大学産業保健学部 環境マネジメント学科
東北大学未来科学技術共同研究センター

明治大学大学院理工学研究科新領域創造専攻
明治大学安全学研究所・明治大学リバティアカデミー

明治薬科大学
長崎大学大学院医歯薬学総合研究所

放送大学（協賛）
早稲田大学規範科学総合研究所

早稲田大学東京農工大学共同大学院
早稲田大学東京女子医科大学共同大学院

実践的な学習機会の提供
～多様な機関との連携による多彩な協力関係の構築～

専門機関・研究機関
国立感染症研究所

製品評価技術基盤機構
物質・材料研究機構
農業生物資源研究所

国際協力機構兵庫国際センター
放射線医学総合研究所

労働科学研究所
新エネルギー・産業技術総合開発機構

2009～2014実績

産業界・業界団体
住友化学

化学工学会SCE・Net 
ナノテクノロジービジネス協議会

狭山商工会議所
狭山市茶業協会
川越狭山工業会
武田薬品工業

ネオテクノロジー
三菱UFJトラストビジネス

三菱UFJ信託銀行

三洋化成工業
UL University(UL Japan)

関東化学
アダムジャパン

2015年

食品薬品安全センター
動物臨床医学研究所

セルフケア総合研究所
プロメテ国際特許事務所

日高東亜国際特許事務所
早稲田リーガルコモンズ法律事務所

202020

早稲田大学東京女子医科大学共同大学院
早稲田大学先進理工学部・大学院先進理工学研究科

東京工業大学社会人教育院
東京工業大学工学部高分子工学科

東京工業大学大学院理工学研究科化学工学専攻
お茶の水女子大学ﾗｲﾌﾜｰﾙﾄﾞ･ｳｵｯﾁｾﾝﾀｰ 増田研究室
お茶の水女子大学・大学院人間文化創成科学研究科

高齢社会総合研究機構
東京大学大学院教育学研究科

関西大学社会安全学部
京都大学放射線生物研究センター

大分大学教育福祉科学部・都甲研究室
筑波大学

大東文化大学

知の市場
知の市場事務局

有志学生実行委員会

主婦連合会
関西消費者連合会

日本リスクマネージャネットワーク
放射線安全フォーラム

日本サイエンスコミュニケーション協会
知の市場

ひと・健康・未来研究財団
第二東京弁護士会環境法研究会

消費者団体・非営利団体他

学会
化学生物総合管理学会

社会技術革新学会
日本化学会

日本毒性病理学会
ブレインサイエンス研究会
日本環境動物昆虫学会

日本獣医師会

公共団体
狭山市

狭山市教育委員会
千葉市科学館

日本中央競馬会

アダムジャパン
日本リファイン

クレハ・バッテリー・マテリアルズ・ジャパン
三井不動産

石油化学工業協会
ブルーアース

早稲田綜研インターナショナル
資生堂リサーチセンター

東洋システム
花井リスク研究所

武田労働衛生コンサルタント事務所

市民（個人）

鈴木基之
林浩次

ふないまちなか大学
六大学狂言研究会連絡協議会

開講機関の分布
ー共催・関連講座（ 第Ⅰ期･第Ⅱ期・第Ⅲ期）ー

‐第Ⅲ期‐‐第Ⅰ期‐

専門機関
50%

大学
50%

専門機関・

研究機関
14%

公共団体
6%

学会
2%

消費者団

体・

非営利団体

他
14%

専門機関
24%

地方自治体
3%

産業界
7%大学

55%

学会
0%

ＮＰＯ/ＮＧ

Ｏ
11%

‐第Ⅱ期‐

※Ⅰ期は共催講座のみ

分野の多様化

産業界・業

界団体
26%大学

39%

連携機関の分布
ー共催講座・関連講座（ 第Ⅰ期･第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー

‐第Ⅲ期‐‐第Ⅰ期‐

専門機関
28%

地方自治体
大学
15%

学会
17%

ＮＰＯ/ＮＧＯ
8%

専門機関・

研究機関
16%

公共団体
4%

消費者団体・

非営利団体

他
12%

市民
2%

専門機関
21%

地方自治体
3%

産業界
15%

大学
42%

学会
11%

ＮＰＯ/ＮＧＯ
8%

‐第Ⅱ期‐

地方自治体
10%

産業界
22%

15%

※第Ⅰ期は共催講座のみ

分野の多様化

産業界・業界

団体
20%

大学
32%

学会
12%

産業界･

業界団体

36%
大学・学会

20%

地方自治体･

行政機関

7%

報道機関

1% 市民（個人）

5%

講師の所属分布
ー共催・関連講座（ 第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期）ー

－第Ⅲ期－－第Ⅰ期－

産業界･業界

団体

26%

大学 学会

地方自治体･

行政機関

3%

報道機関

0%
市民（個人）

2%

専門機関・

研究機関

25%

消費者団体・

市民団体

6%

産業界･

業界団体

23%

専門機関・

研究機関

36%

消費者団体・

市民団体

3%

大学・学会

34%

地方自治体･

行政機関

2%

報道機関

0.4%
市民（個人）

2%

－第Ⅱ期－

均衡の確保

専門機関・研

究機関

33%

消費者団体・

市民団体

3%

大学・学会

33%

（１）知の市場をはじめ、開講機関・連携機関などのホームページ http://www.chinoichiba.org/
科目内容、科目の詳細、講師の詳細、講義の計画・実績、募集要項、応募申込書

応募者の科目選択に資するための充分な情報提供
科目の分野別・水準別分類

講義内容や講師の詳細な情報を記した各科目のシラバス
開講機関や知の市場全体についての講座の計画と実績

充分な情報提供と
受講者の自己責任による自由な科目選択

（２）メールによる案内

現在及び過去の受講者や講師で構成する「知の市場友の会」へのメール配信

開講機関・連携機関によるメール配信

協力機関によるメール配信

（３）パンフレット、ポスター

知の市場事務局による作成

開講機関・連携機関による作成と配布

（４）口コミ

個人間の口コミ、上司や所属組織・教育部門からの指示・推奨、その他多様伝達など

（５）報道

新聞、雑誌の記事掲載など

多様な媒体を活用した
徹底的な情報開示

ホームページの充実
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　　知の市場（シラバス） 新規

科目No. 科目名 副題

連携機関名 レベル 中級 教室定員 30 配信定員 0 講義日時 講義場所

科目概要(300字)

科目構成 № 講義名 講義日 教室 講師名 所属

はじめに 1 化学物質管理と付加価値 9月28日 増田優
化学生物総合管理学会
お茶の水女子大学大学院

2
(1) UNCED開催以前の取
組みと化学物質総合管理
の確立

10月5日

3
（2) 化学産業界の取組み
と化学物質総合管理への
自主管理の導入

10月12日

4
(3) UNCED開催以後の取
組みと化学物質総合管理
の展開

10月19日

5
(4)ＳＡＩＣＭと世界行動計
画

10月26日 結城命夫
化学生物総合管理学会
お茶の水女子ライフワール
ド・ウオッチセンター

UNCED後の国際的取組みは、2002年のWSSD（持続可能な発展に関する世界首脳会議）そして2006年のICCM(国際化学物質管理会議)に
引き継がれ、SAICM(国際化学物質管理の戦略的アプローチ) の合意へと進展している。SAICMを概観したうえで、特に各セクターに対して
具体的な行動として要請されている273項目にわたる世界行動計画について、日本の対応の現状も含めて論考する。

1. 国際協調活動の
　 進展

化学物質のもたらすリスクを社会全体として適切に管理することは1970年代以降重要な課題として世界で論じられてきた。日本で起こった事
件・事故の事例を紹介しながらこの国際的な潮流の意味を考える導入部とする。加えて、化学物質管理をコスト要因としてとらえてきた現状
から脱却して付加価値要因として生かしていく視点の重要性について論じる。

化学物質総合管理に関連するILO (国際労働機関)、IPCS (国際化学物質安全計画)、IARC (国際がん研究機関)などの国際機関の活動を１
９９２年のUNCED(国連環境開発会議)以前の取組みを中心に紹介しつつ、主に化学物質総合管理の概念の確立に向けたOECDの様々な活
動について論考する。

先進国の化学産業界はUNCEDの開催に先立つ1990年にICCA (国際化学工業協会協議会) を設立してレスポンシブル・ケアという自主管理
活動を協働で推進することを公約した。ICCAの特徴的な活動および日本化学工業協会のレスポンシブル・ケア体制の構築などについて論
考する。

１９９２年のUNCEDで合意されたアジェンダ21は地球環境問題に対処する初めての世界的な行動計画であった。その中でも化学物質総合
管理を目指す分野では、国際機関や各国政府のみならず経済界、労働界、学界、消費者・市民運動などが一堂に会しながら協働する体制
が構築され、国際活動のあり方を大きく変えた。その活動の成果とその後の展開について論考する。

化学物質総合管理を目指す国際協調活動に学ぶ
　　　　　　　　　　　　　　　　ー基本的枠組みと付加価値を生み出す次の一手ー

 化学物質総合経営概論

２０１1年度後期

講義概要(150字)

CT１３３

 化学生物総合管理学会

化学物質総合管理の概念・体系は1970年代からOECD (経済協力開発機構) が加盟国の支援を得て確立した。その後1992年のUNCED (国連環境開発会議) で合意されたアジェンダ21第19章を積極的に遂行する基礎となり、そして各国が
化学物質管理能力を抜本的に強化する実効的かつ標準的な法律制度などを構築する基盤となっている。しかし日本は未だ化学物質総合管理に対応した法制への転換などを実行していない。化学物質総合管理に係るOECD、UNCEDなど
の国際協調活動、米国、EUなどの先進的な取組みを紹介しつつ、化学物質総合管理の基本的な概念や枠組みを概説した後、日本の企業や行政機関など各セクターの化学物質総合管理能力を評価し、その課題について論考する。また、
化学物質総合管理を付加価値を生み出す化学物質総合経営に進化させていくための方策について、事例研究を通して論じる。

お茶の水女子大学水曜日 １８：３０～２０：３０

星川欣孝
化学生物総合管理学会
ケミカルリスク研究所所長

科目の詳細：シラバス（例）
詳細な情報提供

納得した上での受講

科目の概要・目的･目標

連携機関名
科目の名称

科目の水準

ド ウオッチセンタ

6 (5) UNITARの支援活動 11月2日

7 (1) 米国・カナダの概況 11月9日

8
(2) EU・オーストラリアの
概況

11月16日

3.化学物質総合管理に
  よる国際競争力の強化

9
事例研究－コスト要因を
付加価値要因に転化－

11月30日
永里賢治
山田一仁

化学生物総合管理学会

10
(1) 基本的管理制度の概
要

12月7日

11
（2）化学物質総合管理法
試案の概要

12月14日

12
(1) 化学物質審査規制法
の制定以後の概況

12月21日

13

(2) 国際合意との乖離
－ハザード分類・表示の
世界調和システム (GHS)
などを例に－

1月11日

14
(3)化学物質総合管理活
動の評価指標と評価結果

1月18日 結城命夫
化学生物総合管理学会
お茶の水女子ライフワール
ド・ウオッチセンター

まとめ 15 化学物質総合経営 1月25日 増田　優
化学生物総合管理学会
お茶の水女子大学大学院

具体的な行動として要請されている273項目にわたる世界行動計画について、日本の対応の現状も含めて論考する。

REACH規則は環境保護法の側面だけでなく、競争力強化法の側面を持っている。化学物質総合管理が持つ競争力強化の側面について、
化学物質総合管理を活用して競争力の強化を実現している事例を紹介し、付加価値を生み出す化学物質総合管理の在り方について論考
する。

日本はOECDが総合管理の概念を検討していた時期に化審法を制定した。その後労働安全衛生法に新規化学物質審査制度を導入した結
果、二重の構造が生じた。さらに安全データシート制度 (SDS) は化学物質管理促進法などで三重になっている。一方でハザード分類・表示
の世界調和システム (GHS) については法律を定めず導入した。こうした国際協調を軽視した対応の問題点について論考する。

2. 主要先進国の概況

4. 化学物質総合管理
   の基本構造

化学物質総合管理の概念に基づく法律制度などを整備している諸外国の状況を概観する。米国のTSCA (有害物質管理法)、カナダの
CEPA (カナダ環境保護法)、EU (欧州連合) のREACH (化学物質の登録、評価、認可、制限) 規則、オーストラリアのICA (産業化学物質法)
などの制定と改正の経緯や特徴そして基本的な構造について論考する。

化学物質総合管理に係る国際機関の協調活動の成果や欧米先進国の法制に見られる化学物質総合管理の共通管理事項、さらには
UNITARが作成した手引きなどに示されている化学物質総合管理の基本的管理制度のあり方を検証し、その実現に必要な化学物質の総合
管理に係る法制のあり方について論考する。

UNITAR (国連研修調査所) はアジェンダ21において各国の管理能力強化を支援する役割を分担して手引きの作成や途上国支援を行い、そ
の後SAICM (国際化学物質管理の戦略的アプローチ)においても同様の役割を担っている。UNITARが分担した課題の成果およびそれらに
対する日本の取組みの実態について論考する。

5. 日本の概況と課題

化学物質のもたらすリスクを社会全体として適切に管理しながら、同時に付加価値を増大させて人々の生活の糧を強固なものとするため、
社会制度的な側面、科学技術的な側面、人材育成的な側面など日本が直面する諸々の課題について検証する。合わせて化学物質総合管
理が化学物質総合経営に進化していく状況について論じる。

化学物質総合管理は企業･産業界にとどまらず、あらゆるセクターが当事者として取り組むべき課題である。各セクターの化学物質総合管
理に関する活動を評価する評価指標の開発について述べつつ、これに基づく評価結果と日本におけるキャパシティ･ビルディングの課題に
ついて論考する。

日本の化学物質管理能力を社会全体として改善するには、化学物質総合管理の概念を取り入れて時代遅れの取締法的法律群を整理統合
する必要がある。この認識に基づき2007年12月に発表した「化学物質の総合管理に関する法律(案）」の骨子を構成する総則、管理の標準
的手順、基本的管理制度、執行体制の整備などについて説明する。

国際協調体制の下で合意された共通管理事項や基本管理制度には、長年の国際的論議を踏まえて目的・理念が掲げられて重要な国際合
意の一部をなしている。日本は未だ履行していない国際合意が多々あるだけでなく、こうした目的・理念を反映していない実施事例が多々あ
る。GHSとナノ材料を例にして実効性や効率性の観点からこうした状況につい論考する。

未定

星川欣孝
化学生物総合管理学会
ケミカルリスク研究所所長

星川欣孝
化学生物総合管理学会
ケミカルリスク研究所所長

＊）詳細は、知の市場ＨＰ（ http://www.chinoichiba.org/）をご覧下さい。

講義の概要･目的･目標

講義日時

講師名・所属機関名

第Ⅰ期

講座を知った情報源
ー共催講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー

HP
41%

パンフレット・

ポスタ

口コミ
12%

上司あるいは

教育部門の

指示
8%

その他
9%

HP
31%

上司あるい

その他

13%

不明

0%

第Ⅲ期

第Ⅱ期

メール
15%

新聞雑誌
2%

ポスター
13%

HP
39%

メール
22%

新聞雑誌
1%

パンフレット・

ポスター
3%

口コミ
9%

上司あるい

は教育部門

の指示
15%

その他
11%

メール

18%
新聞雑誌

1%

パンフレッ

ト・ポスター
3%

口コミ

13%

上司あるい

は教育部

門の指示
21%

上司あるいは教育部門の指示の増加
研修コースとしての活用

（１）‐1 毎回の授業毎に出席状況を厳格に管理
（１）‐2 毎回の授業毎に理解度確認のため小レポート提出
（１）‐3 科目終了時に、最終レポートを提出

（２）受講者の成績評価は、大学の学部・大学院の採点評価
基準に準拠して評価

大学･大学院に準拠した厳しい成績評価

① 出席50点満点、レポート50点満点の合計で採点

② 出席点は15回の出席で満点とし、それより少ない出席日数の場合は、
出席日数に応じて減点し、出席回数7回以下の場合は履修放棄とみなす。

③ レポート点は講義内容の理解度1、2、3自らの考えや主張、論理性や特筆
すべき点ごとに個別に評価し、加点する。

（３）所定の基準を満たした受講者に対しては科目毎に受講
修了証を交付
A（80～100点）、B（70～79点）、C（60～69点）を合格とし、

Aのうち特に優秀な者をSと判定。 大学院水準のしっかりとした教育

修了率の推移
ー共催・関連講座ー

70%

75%

80%

85%

了
率

注：Ⅰ期は2004‐2008年度の5年間、Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、第Ⅲ期は2013‐2014年度の2年間の平均値で示す。

50%

55%

60%

65%

Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 2013 2014

修
了

年度

年度 拠点 科目 講師 応募者 受講者 修了者

第Ⅲ期
2013-2014

121 239 1948 5859 5746 4186

知の市場（共催・関連講座：合計）

発展的に継承

新たな教育のための社会インフラ

年度 拠点 科目 講師 応募者 受講者 修了者年度 拠点 科目 講師 応募者 受講者 修了者

第Ⅱ期
2009-2012

115 393 2500 13849 13609 8500

年度 拠点 科目 講師 応募者 受講者 修了者

第Ⅰ期
2004-2008

6 221 1731 6017 5957 3307

自主的に展開

科目 講師 応募者 受講者 修了者

第Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ期 合計 853 6179 25725 25312 15993

知の市場（共催・関連講座：期平均）

新たな教育のための社会インフラ

拠点 科 講師 応募者 受講者 修 者

発展的に継承
1.4倍 1.0倍

拠点 科目 講師 応募者 受講者 修了者
第Ⅲ期
平均

2013-2014

43 95 706 2930 2873 2093

1.1倍

拠点 科目 講師 応募者 受講者 修了者
第Ⅱ期
平均

2009-2012

29 85 625 3462 3407 2121

拠点 科目 講師 応募者 受講者 修了者
第Ⅰ期
平均

2004-2008

2 44 346 1203 1191 661

注：第Ⅰ期は2004-2008年度の5年間、第Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、第Ⅲ期は2013-2014年
度の2年間の平均の値を示す。

自主的に展開 15倍 2.9倍 2.9倍 3.2倍1.8倍2倍
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開講拠点数の推移
ー共催講座・関連講座別ー

40

50
合計 共催講座 関連講座

0

10

20

30

第Ⅰ期 第Ⅱ期 第Ⅲ期 2013 2014
注1：Ⅰ期は2004‐2008年度の5年間、Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、第Ⅲ期は2013‐2014年度の各年度の平均値で示す。

注2：棒グラフはすべて合計を示す。

開講機関数の推移
ー共催講座・関連講座別ー

30

35

40

45

50
合計 共催講座 関連講座

注：Ⅰ期は2004‐2008年度の5年間、Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、第Ⅲ期は2013‐2014年度の各年度の平均値で示す。

注2：棒グラフはすべて合計を示す。

0

5

10

15

20

25

30

第Ⅰ期 第Ⅱ期 第Ⅲ期 2013 2014

連携機関数の推移
ー共催講座・関連講座別ー

35

40

45

50

合計 共催講座 関連講座

注1：Ⅰ期は2004‐2008年度の5年間、Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、第Ⅲ期は2013‐2014年度の2年間の各年度の平均値で示す。

注2：棒グラフはすべて合計を示す。

0

5

10

15

20

25

30

第Ⅰ期 第Ⅱ期 第Ⅲ期 2013 2014

講師の推移
ー共催・関連講座ー

8

10

12

500

600

700

800

900

り
講

師
数

師
数

0

2

4

6

0

100

200

300

400

Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 2013 2014

科
目

あ
た

り

講
師

講師数 科目あたり講師数

注1：Ⅰ期は2004‐2008年度の5年間、Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、第Ⅲ期は2013‐2014年度の各年度の平均値で示す。

注2：棒グラフはすべて合計を示す。

科目数の推移
ー共催･関連講座ー

80

100

120

0

20

40

60

第Ⅰ期 第Ⅱ期 第Ⅲ期 2013 2014

合計 共催講座 関連講座

注1：Ⅰ期は2004‐2008年度の5年間、Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、第Ⅲ期は2013‐2014年度の各年度の平均値で示す。

注2：棒グラフはすべて合計を示す。

年度 第Ⅰ期
（2004-2008年度）

第Ⅱ期
（2009-2012年度）

第Ⅲ期
（2013-2014年度）

開講拠点 2 29 43

開講機関・連携機関 26 41 53

開講状況の推移
－第Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ期平均―

（開講機関・連携機関・友の会・協力機関）

開講機関 2 30 45

連携機関 25 38 47

友の会会員 2857 3333 4874

協力機関 0 64 82
注1：第Ⅰ期は2004-2008年度の5年間、第Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、第Ⅲ期は2013-2014年度の2年間の各年度

の値の平均値を示す。
注2：開講・連携機関の合計の値は、両方の役割を担っている機関を1つの機関として計上するため、それぞれの値の

単純合計とは合致しない。
注3：友の会会員、協力機関の値は、各年度末の時点での値を各期で平均した値である。
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知の市場の意義（１）

多様な人々に
他に例のない学習の場

原則無料・廉価な受講料経済的な理由による
教育機会の喪失の防止

１．職業人が職業に活用するのに有効

２．個人が教養を高めるのに有益

教育機会の喪失の防止

• 好奇心指向型（キュアロシティ・ドリブン）

知の世界の拡大の系譜

知
の

• 欲求指向型（デザイア・ドリブン）

• 戦略（構想）指向型（シナリオ・ドリブン）

20世紀初頭～

20世紀第４四半期～

爆
発

知の世界の構図
－２０世紀の変化－

◎ 知の世界

良循環の形成

☆ 知の創造

☆ 知の伝播

☆ 知の活用

知
の
偏
在
が
人
々
の

重視

◎ 知の時代

良循環の形成

均衡の確保

☆ 知の活用

☆ 知の爆発

☆ 知の普遍

☆ 知の暴走

☆ 知の制御

の
格
差
を
生
み
社
会
を
不
安
定
化

重視

年齢別応募者
ー共催・関連講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期･第Ⅲ期比較）ー

第Ⅰ期 10代
1%
20代
12%

30代
20%50代

26%

60代
12%

70代
2%

80代以上
0.3%

10代
0%

20代

60代
10%

70代
3%

80代以上
1%

第Ⅲ期

40代
27%

第Ⅱ期 10代
2%

20代
49%

30代
12%

40代
15%

50代
12%

60代
8%

70代
2%

80代以上
0.4%

20代
30%

30代
15%40代

20%

50代
21%

年齢別応募者
ー共催講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー

第Ⅰ期 10代
1%
20代
12%

30代
20%50代

26%

60代
12%

70代
2%

80代以上
0.3%

10代
0% 20代

12%60代
14%

70代
3%

80代以上
0%第Ⅲ期

10代
1% 20代

12%

30代
19%

40代
25%

50代
24%

60代
17%

70代
2%

80代以上
0.4%

40代
27%

第Ⅱ期

多様な年代層
現役世代が約８割

30代
21%

40代
22%

50代
28%

男女別応募者
ー共催講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー

第Ⅰ期

男性
65%

女性
35% 女性

27%

第Ⅲ期

第Ⅱ期

65%

男性
70%

女性
30%

男性の比率が3/4近く
傾向の維持

男性
73%
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職業別応募者
ー共催・関連講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー

土木・建設
2%

製造業
39%

研究

教員
6%

公務員
8%

学生・院生
6%

その他
12%

第Ⅰ期
土木・建設・

農業・水産業

2%

製造業
29%

その他
15%

無職
3%

第Ⅲ期

土木・建設
1%

製造業
15%

三次産業
12%

医療・保健
25%

研究
2%

教員
1%

公務員
2%

学生・院生
34%

その他
8%第Ⅱ期

三次産業
20%

医療・保健
0.0%

研究
7%

三次産業
10%

医療・保健
8%

研究
2%

教員
2%

公務員
3%

学生・院生
26%

多様な応募者
医療・保健の減少

職業別応募者
ー共催講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー

第Ⅰ期 土木・建設
2%

製造業
39%

研究

教員
6%

公務員
8%

学生・院生
6%

その他
12%

土木・建

設・農業・

水産業

2%

公務員
3%

学生・院生
2%

その他
13%

無職
5%

第Ⅲ期

第Ⅱ期

三次産業
20%

医療・保健
0.0%

研究
7%

土木・建設
2%

製造業
38%

三次産業
29%

医療・保健
0.1%

研究
5%

教員
3%

公務員
4%

学生・院生
4%

その他
15%

製造業
43%

三次産業
19%

医療・保健
8%

研究
4%

教員
1%

3%

製造業が４割
傾向の維持

受講者の所属組織の分野別割合
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

製造業
研究機関

7%

医療関係
3%

NGO・NPO
2%

その他
8%

製造業
33%

土木・建築
3%

第三次産業

（卸売・小売

除）
21%

卸売・小売
7%

公務員
7%

私立学校
5%

国公立学校
4%

7%

順
位

所属名称
延べ
人数

順
位

所属名称
延べ
人数

1 お茶の水女子大学 201 6
新エネルギー・産業技術
総合開発機構（NEDO）

75

2 花王 114 7 住友ベ ク イト 69

受講者の多い組織上位１０傑
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

2 花王 114 7 住友ベークライト 69

3 ライオン 93 8 早稲田大学 66

4 旭硝子（AGC） 87 9 出光興産 65

5 動物臨床医学研究所 85 10 ADEKA（旭電化工業） 64

10 宇野動物病院 64

順
位

所属名称
延べ
人数

順
位

所属名称
延べ
人数

12 山陽動物医療センター 60 17 東京大学 51

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

受講者の多い組織12位～21位
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

13 化学物質評価研究機構 56 17 パナソニック 51

14
お茶の水女子大学附属
中学校

55 19 三井化学 47

15 キヤノン 53 20 日本生活協同組合連合会 45

16 米子動物医療センター 52 21 農林水産省 44

順
位

所属名称
延べ
人数

順
位

所属名称
延べ
人数

22 特許庁 43 30 富士フイルム 35

22 東京久栄 43 30 日本リファイン 35

受講者の多い組織22位～35位
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

24 日本アイ・ビー・エム 40 32 凸版印刷 34

25 杉並保健所 38 32 三菱レイヨン 34

26
三菱化学テクノリサーチ
（ダイヤリサーチマーテック）

37 32 コーセー 34

26 宇部興産 37 35 帝国石油 33

26 製品評価技術基盤機構 37 35 保土谷化学工業 33

29 舞鶴動物医療センター 36 35 シンジェンタ・ジャパン 33
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順
位

所属名称
延べ
人数

順
位

所属名称
延べ
人数

38 放送大学 32 47 昭和電工 28

38 住化分析センター 32 47 帝人（帝人化成） 28

受講者の多い組織38位～55位
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

40 日本化学工業協会 31 47 正木技術士事務所 28

40 高砂香料工業 31 50 富士ゼロックス 27

42 オリンパス 30 50 クラレ 27

42 日立製作所 30 50 内閣府 27

44 サッポロビール 29 50 東芝 27

44 綜研化学 29 50 シラナガ動物病院 27

44
NPO法人東京湾と荒川・利根
川・多摩川を結ぶ水フォーラム

29 55 東京テクニカルカレッジ 26

順
位

所属名称
延べ
人数

順
位

所属名称
延べ
人数

56 清水建設 25 60 関東化学 24

56 住友化学 25 60 東京都下水道局 24

56 市民科学研究室 25 60 北区立滝野川第三小学校 24

受講者の多い組織56位～69位
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

56 市民科学研究室 25 60 北区立滝野川第三小学校 24

56 埼玉県立和光高等学校 25 69 日立化成工業 23

60 大塚製薬 24 69 明電舎 23

60 アサヒビール 24 69 ヒゲタ醤油 23

60 NTTデータ 24 69 エルピーダメモリ 23

60 アリスタライフサイエンス 24 69 生活協同組合コープとうきょう 23

60 エステー 24 69 ブレーメン・コンサルティング 23

60
協和発酵キリン
（協和発酵工業）

24

順
位

所属名称
延べ
人数

順
位

所属名称
延べ
人数

75
井笠動物医療センター・
小出動物病院

22 83
NPO法人かながわ環境
カウンセラー協会

20

75 大日精化工業 22 87 アース製薬 19

75 環境管理センター 22 87 セントラル硝子 19

受講者の多い組織75位～90位
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

75 環境管理センタ 22 87 セントラル硝子 19

78 デュポン 21 87 曙ブレーキ工業 19

78 味の素 21 90 三菱マテリアル 18

78 富士通 21 90 横浜市鶴見保健センター 18

78 HOYA 21 90 BASFジャパン（BASFアグロ） 18

78 武田栄一事務所 21 90 本田技術研究所 18

83 電気化学工業 20 90 まつかわ動物病院 18

83
NPO法人シニアボランティア
経験を活かす会

20 90
協和発酵ケミカル
（KHネオケム）

18

83 杉崎技術士事務所 20

順位 所属名称
延べ
人数

順位 所属名称
延べ
人数

96 新日本製鐵 17 103 フレゼニウスカービジャパン 16
96 前川製作所 17 103 サン・ペットクリニック 16

96 日本オートケミカル工業 17 110 キューピー 15
96 横河電機 17 110 ヤマザキナビスコ 15

受講者の多い組織96位～110位
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

96 横河電機 17 110 ヤマザキナビスコ 15
96 コニカミノルタ 17 110 大鵬薬品工業 15
96 大日本除虫菊 17 110 日本ビクター 15

96 日本無機薬品協会 17 110 カーギルジャパン 15
103 荏原製作所 16 110 江東区 15
103 クボタシーアイ 16 110 科学技術振興機構 15
103 イカリ消毒 16 110 ソニー 15
103 オオスミ 16 110 大日本印刷 15

103 ニュースキンジャパン 16 110
ハイドロジェニックス（ジャパ
ン）インク

15

順
位

所属名称 人数
順
位

所属名称 人数

1 動物臨床医学研究所 12 7 住友ベークライト 6

2 宇野動物病院 11 7 ライオン 6

4科目以上の受講者の多い組織上位１０傑
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

3 お茶の水女子大学 10 9 ADEKA（旭電化工業） 5

4 花王 8 9 旭硝子 5

4 山陽動物医療センター 8 9 舞鶴動物医療センター 5

4 米子動物医療センター 8 9 シラナガ動物病院 5

4科目以上受講した者が4名：11組織，4科目以上受講した者が3名：6組織
4科目以上受講した者が2名：43組織，4科目以上受講した者が1名：438組織

順
位

所属名称 人数
順
位

所属名称 人数

1 花王 3 2
お茶の水女子大学
附属中学校

2

2 旭硝子（AGC） 2 2 三井化学 2

10科目以上の受講者の多い組織
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

硝 （ ） 井 学

2 化学物質評価研究機構 2 2 日本オートケミカル工業会 2

2 帝国石油 2 2 大塚製薬 2

2 特許庁 2 2 日本アイ・ビー・エム 2

2 大日精化工業 2

10科目以上受講した者が1名：108組織
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受講動機
－共催講座－

25%

30%

35%
Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

0%

5%

10%

15%

20%

教養を

高めるため

学業に

生かすため

仕事に

生かすため

資格取得に

役立てるため

自己啓発・

再勉強のため

上司などの

指示で

受講料が

無料のため

余暇を

活用するため

その他

役に立った点
－共催講座－

25%

30%

35%

40%

45%
Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

現代人としての教
養を高めることが

出来た

学業に役に立つ
知識や理解を得

られた

職業に役に立つ
知識や理解を得

られた

学習をしていると
いう充実感や楽し

さを感じた

講師・受講者を含
めて知らなかった
人とのコミュニケー

ションが出来た

その他
0%

5%

10%

15%

20%

25%

知の市場の意義（２）

プロ人材の育成と教養教育の接合

他に例のない学習の場

社会人教育と学校教育の連結

知の世界の新展開

１．Science for Society
社会のための科学

戦略指向
シナリオ・オリエンテッド

し好奇心指向Science  on・by Curiosity・Desire欲求指向

２．Science for Ｐｏｌｉｃｙ

政策のための科学
20世紀第4四半期の

大転換・パラダイムシフト
21世紀以降の

世界と社会の指導理念

シナリオ

実 行

２１世紀の世界の構図
－２０世紀第４四半期から勃興－

シナリオ

オリエンテッド

科学的知見 論理的思考

想定・戦略

社会的規範

条約、法律、 科
学

規範科学の構図

自主管理、

慣例、慣習、常識…

先導的に生活・社会・世界を変革

学
と
規
範
の
結
合
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レギュラトリー・サイエンス
規範科学

１．Science ｆor・of   Regulation

規範のための科学

2． Regulation  on・ｂｙ Science

科学に基づく規範（Evidenceベース）

１．化学物質の総合管理

２．オゾン層の保護 オゾン層破壊物質の管理

シナリオ（戦略）指向型の新たな事象
－ 20世紀 第４四半期以降 －

３．地球温暖化の防止 温暖化係数を持つ化学物質の管理

４．組換え体の管理

５．新型インフルエンザの防疫
・・・・・・・

事前に充分な準備

科学的シナリオ・想定

着実に継続 資源の投入

沈着・冷静な行動

科学的シナリオ 想定
に基づく包括的戦略

充分な知識 認識の共有

科学的シナリオ・想定に

基づいて戦略的に動く

社会と世界

646464

プロなくして、
法律の制定も運用も

企業や各セクターにおける
判断も行動もなし。

プロ人材の育成は
現状でよいのか？？

656565

幅広い知識の体系と系譜を理解し（＝教養）

専門知識の意味を語れずして、
信頼できる判断をし、社会を動かし得る

プロではありえず

社会を成り立たせる
キャッチボール

－プロ人材の育成・強化だけでよいのか？－

投げ手（プロ）と受け手（一般）の
相互作用

66666666

相互作用

全体は弱い環の水準に収束

プロ教育と教養教育は不即不離
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石油危機と公害危機を克服した３大要因

１．技術開発

技術革新
２．設備投資

∥
３．人材育成 運用能力

膨大な数の人材を広く養成

例１．公害防止：多様な分野、数十万人

例２．省エネルギー：広範な分野、数十万人

∥
プ
ロ
の

プ
ロ
の

プ
ロ
の

深

い

自

ら

知の市場の教育理念

ープロ人材育成と教養教育の接合ー

高度で広範な教養教育

の
育
成

の
育
成

の
育
成

い

認

識

ら

行

動

基本的な
理念と原則

全体の
体系と系譜

広い視野と豊かな理解

共有化できる基本的な考え方

理解を深める

教養教育の充実

企画･実施する

プロ人材の育成

知の市場の目指す目標（１）
－プロ人材育成と教養教育の接合－

接
合

知の市場

教養教育の充実プロ人材の育成

プロ人材の養成

学びなおし支援センター
医師・看護師など国家資格保有者の再教育

知の市場の拠点
－名古屋市立大学－ 2014年度

高度な教養教育

大学院医学研究科
健康科学オープンカレッジ(3講座)

市民向け講座
受講修了証の授与

医療・保健：6科目（上級）
学校教育法に基づく履修証明書の授与 ・受講修了証の授与

一般社会人に受講開放

受講修了証の授与

プロ教育と教養教育の接合

知の市場の拠点(例)
－名古屋市立大学 医療・保健学びなおし講座－

2012年度

男性

29%

受講者男女比 受講者年齢

女性

71%

（出典）http://www.med.nagoya‐cu.ac.jp/
w3med/manabi/voice_03.html

プロ人材育成と教養教育の接合の実例
－名古屋市立大学 医療・保健学びなおし講座－

国家資格を有する医師・看護師などとともに学ぶ一般市民

双方に有益かつ有効な自己研鑽の場の創造

学療法士

臨床検査技師

2%
介護福祉士

2%
その他
11%

医師
4%

社会・

介護福祉士
3%

管理栄養士
1%

臨床検査

技師
1%

その他
3%

看護師
39%

医師
13%

一般
13%

管理栄養士
8%

薬剤師
5%

社会福祉士
3%

医学療法士
3%

2008年度12月期

看護師・保健

師・助産師
46%小中高教諭

27%

放射線技師
13%

薬剤師
2%

3%

2012年度

その他：小中高養護教諭、鍼灸師、ケアマネージャ、ホームヘル
パー、臨床心理士、健康運動指導士、助産師、診療放射線技
師、柔道整復師、作業療法士 ほか

看護師：保健師、准看護師、産業看護師含む

（出典）http://www.med.nagoya‐cu.ac.jp/w3med/manabi/voice_03.html（2012年度）
http://www.med.nagoya‐cu.ac.jp/w3med/manabi/voice_03_08.html （2008年度）
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社会の多様な場
における

多彩な社会人教育

大学・大学院
における
学校教育

知の市場の目指す目標（２）
－社会人教育と学校教育の結合－

結
合

知の市場

多彩な社会人教育学校教育

社会人教育から学校教育への展開（2014年度）

社会人教育としての科目
大学・大学院教育

としての科目
実施大学・大学院

合計5科目

社会人教育の科目が
同時に

大学･大学院教育に活用されている事例

規範科学事例研究１

リスク管理（演習） お茶の水女子大学化学物質総合経営学事例研究１

法学入門

安全学入門 安全学特論１ 明治大学大学院
理工学研究科
新領域創造専攻製品機械安全特論 新領域創造特論３

社会人教育から学校教育への展開（2013年度）

社会人教育としての科目
大学・大学院教育
としての科目名

実施大学・大学院

サイエンスコミュニケーション実践論１

サイエンスコミ ニケ シ ン実践論２

社会人教育の科目が
同時に大学･大学院教育に活用されている事例 合計9科目

リスク管理（演習） お茶の水女子大学

サイエンスコミュニケーション実践論２

化粧品の科学

サウジアラビア特論

企業法の基礎

現代環境法入門

安全学特論 安全学特論 明治大学大学院
理工学研究科
新領域創造専攻製品・機械安全特論 新領域創造特論３

生涯学習論特殊講義 生涯学習論特殊講義 東京大学大学院教
育学研究科

社会人教育から学校教育への展開（2014年度）

大学・大学院教育としての科目 実施大学・大学院

化学物質総合管理学 早稲田大学 理工学術院 先進理工学研究科

共同先進健康科学専攻食農総合管理学

生命科学概論A（建築･電子光学・
経営･資源･社会工学）

早稲田大学 理工学術院 先進理工学部生命科学概論A（総合機械）

社会人教育の内容や講師が
大学･大学院教育に活用されている事例 合計14科目

早稲田大学 理工学術院 先進理工学部命科学概論 （総合機械）

生命科学概論A（化学･応用化学）

生命科学概論B（生命医科）

社会技術革新学
お茶の水女子大学

規範科学

サイエンスコミュニケーション実践論
筑波大学大学院

リスクコミュニケーション入門

資源･エネルギー･安全論 東京工業大学大学院 理工学研究科 化学工学専攻

社会技術革新論a
大分大学教育福祉科学部

化学物質総合管理論a

日本力論b 鹿児島水産高等学校

社会人教育から学校教育への展開（2013年度）

大学・大学院教育としての科目 実施大学・大学院

化学物質総合管理学
早稲田大学 理工学術院 先進理工学研究科

共同先進健康科学専攻
感染症総合管理学

生活環境総合管理学

社会人教育の内容や講師が
大学･大学院教育に活用されている事例

合計12科目

医薬総合管理学
早稲田大学 理工学術院 先進理工学研究科
生命医科学専攻

生命科学概論A（建築･電子光学・経営･
資源･社会工学）

早稲田大学 理工学術院 先進理工学部生命科学概論A（総合機械）

生命科学概論A（化学･応用化学）

生命科学概論B（生命医科）

安全管理概論
お茶の水女子大学

社会技術革新学概論

社会技術革新学概論 東京工業大学 工学部 高分子工学科

資源･エネルギー･安全論 東京工業大学大学院 理工学研究科 化学工学専攻

学校教育から社会人教育への展開（2014年度）

大学・大学院の教育
としての科目 実施大学・大学院 社会人教育としての科目

社会技術革新学
東京・お茶の水女

社会技術革新学基礎論

大学･大学院教育の科目が
同時に

社会人教育に活用されている事例 合計5科目

東京 お茶 水
子大学規範科学 規範科学基礎論

サイエンスコミュニケーション
実践論

筑波大学大学院

サイエンスコミュニケーション
実践論

リスクコミュニケーション入門 リスクコミュニケーション入門

資源･エネルギー・安全論 東京・東京工業大
学大学院 資源･エネルギー・安全基礎論
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知の市場の構造
－講座の位置 2014年度－

　　　　　　　　拠点：0, 6, 10, 8 　　　　　　 拠点：2, 13, 41, 23
　　　   開講機関：0, 6, 12, 9 　　　　開講機関：2, 14, 39, 24
　　　 　連携機関：0, 6, 9, 8 　　　　連携機関：21, 25, 35, 34
　 　　　　　　科目：0, 26, 18, 17 　　　　　 　科目：44, 37, 72, 41

受講修了書を授与 受講修了証を授与

　　　　　　　 拠点：0, 4, 2, 3 　　　　　　 拠点：1, 5, 4, 5
　　　　 開講機関：0, 4, 2, 3 　　　　開講機関：2, 5, 4, 5
　　　　 連携機関：0, 4, 2, 6 　　　　連携機関：2, 6, 5, 6
　　　　　　　 科目：0, 11, 5, 5 　　　　　　　科目：3, 13, 10, 9

学校教育 基づく単 を授 学校教育 基づく単 を授

学
校
教
育

社
会
人
教
育

社
会
人
教
育

学
校
教
育

(注）数字は左から順に第Ⅰ期の平均値、第Ⅱ期の
平均値、2013年度の数値、2014年度の数値を示す

学校教育法に基づく単位を授与 学校教育法に基づく単位を授与

プロ人材の育成 高度な教養教育

知の市場

知の市場の意義の拡大（１）

１．現役世代を中心とする幅広い年代、職業、地域の多様な
人々に対して、総合的で実践的な学習機会を広く社会
おいて提供する。

２．プロ人材の養成のみならず、幅広い高い水準の教養教
育の場としても機能し、学校教育と社会人教育を繋ぐ。

社会の多様性を反映する教育活動

３．実社会での経験を活かしたい幅広い分野の多彩な
人々に、講師として現場を基点にしつつ教育に参画
する機会を提供する。

産業界･

業界団体

36%
大学・学会

20%

地方自治体･

行政機関

7%

報道機関

1% 市民（個人）

5%

講師の所属分布
ー共催・関連講座（ 第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期）ー

－第Ⅲ期－－第Ⅰ期－

産業界･業界

団体

26%

大学 学会

地方自治体･

行政機関

3%

報道機関

0%
市民（個人）

2%

専門機関・

研究機関

25%

消費者団体・

市民団体

6%

産業界･

業界団体

23%

専門機関・

研究機関

36%

消費者団体・

市民団体

3%

大学・学会

34%

地方自治体･

行政機関

2%

報道機関

0.4%
市民（個人）

2%

－第Ⅱ期－

均衡の確保

専門機関・研

究機関

33%

消費者団体・

市民団体

3%

大学・学会

33%

知の市場の意義の拡大（２）
１．現役世代を中心とする幅広い年代、職業、地域の多様な人々に対し

て、総合的で実践的な学習機会を広く社会おいて提供する。

２．プロ人材の養成のみならず、幅広い高い水準の教養教育の場として

も機能し、学校教育と社会人教育を繋ぐ。

３．実社会での経験を活かしたい幅広い分野の多彩な人々に、講師として

現場を基点にしつつ教育に参画する機会を提供する。

社会の全員が参画する教育活動

４．教育を本来業務としない多岐にわたる個人や組織、
或いは、従来、教育に無縁な個人や組織が、
自発的に教育に参画し自主的に活動する。

教育を本務としない開講機関・連携機関の推移

25

30

35

40

45

50

20

25

30

35

機
機

関

講
機

関
、

連
携

機
関

注1：第Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、第Ⅲ期は2013‐2014年度の2年間の平均値で示す。

注2：棒グラフはすべて左が教育を本務としない開講機関、右が教育を本務としない連携機関を示す。

0

5

10

15

20

0

5

10

15

Ⅱ期 第Ⅲ期 2013 2014

開
講

機
関

、
連

携
機

教
育

を
本

務
と

し
な

い
開

講

教育を本務としない開講機関 教育を本務としない連携機関 開講機関 連携機関

知の市場の意義の拡大（３）
１．現役世代を中心とする幅広い年代、職業、地域の多様な人々に対し

て、総合的で実践的な学習機会を広く社会おいて提供する。

２．プロ人材の養成のみならず、幅広い高い水準の教養教育の場としても
機能し、学校教育と社会人教育を繋ぐ。

３．実社会での経験を活かしたい幅広い分野の多彩な人々に、講師として

現場を基点にしつつ教育に参画する機会を提供する。

４．教育を本来業務としない多岐にわたる個人や組織、或いは、従来、教育を本来業務 な 多岐 わ る個 組織、或 、従来、

教育に無縁な個人や組織が、自発的に教育に参画し自主的に活動する。

５．全国の津々浦々で諸々の役割を担う社会の現場の
全てが教育の現場としてもそれぞれ多彩な輝きを放つ

真の教育立国
全国の全ての人々が自己研鑽と自己実現の機会を持つ教育活動



15

知の市場の地域別拠点
•東京
お茶の水女子大学（ｌｗｗｃ）/学部、茗荷谷、西早稲田（１）労研、西早稲田（２）主婦連、幡ヶ谷、早稲田大学理
工学部/共同先進健康科学専攻、早稲田駅、戸山、日本橋室町、丸の内、九段、 大岡山、関西大学東京セ

ンター、四ツ谷（１）主婦連、四ツ谷（２）生物研、八重洲、明治大学理工学研究科、放送大学文京学習セン
ター、日本中央競馬会、筑波大学東京キャンパス、
大学大学院、東京工業大学理工学研究科

•埼玉
狭山、狭山元気プラザ

•神奈川
川崎宮前区

24拠点

2014年度

2拠点

2拠点

•鹿児島
鹿児島、枕崎

•愛知
名古屋市立大学（１）最新医学、名古屋市立大学（２）学びなおし

•大阪
千里山、関西大学高槻

•鳥取
倉吉

2拠点

2拠点

•京都
京都大学

2拠点

1拠点

•大分
大分大学

1拠点

1拠点

•千葉
千葉

1拠点
•福島
いわき

1拠点

知の市場の意義の拡大（４）
１．現役世代を中心とする幅広い年代、職業、地域の多様な人々に対し

て、総合的で実践的な学習機会を広く社会おいて提供する。

２．プロ人材の養成のみならず、幅広い高い水準の教養教育の場としても機能し、

学校教育と社会人教育を繋ぐ。

３．実社会での経験を活かしたい幅広い分野の多彩な人々に、講師として現場を

基点にしつつ教育に参画する機会を提供する。

４．教育を本来業務としない多岐にわたる個人や組織、或いは、従来、教育に無

縁な個人や組織が、自発的に教育に参画し自主的に活動する。

５．全国の津々浦々で諸々の役割を担う社会の現場の全てが教育の現場として

もそれぞれ多彩な輝きを放つ。

６．自由な意思を持った人々の自発的で主体的な参画に
より、自立的でかつ自律的な活動を永続的に展開

「真の教育立国」の新展開

学生実行委員

お茶の水女子大学

岩崎紀子 越智由紀子

川内美佳 齊藤彩

須田春香 野口舞子

松崎生吹 松山奈央

松脇みちる 三上奈緒子

渡辺華子

東京大学
金宝藍 吉原有里

櫻井理沙
顧問 板東久美子

有志学生実行委員会

合計30名
講師・連携機関・開講機関・協力機関の

ボランティア活動に続く新たな動き

顧問 板東久美子

有志実行委員
国内

赤松孝将
荒井優紀子
新井曜子
粟谷しのぶ
今給黎佳菜
榎尚史
大島昌子
奥田有香
神田尚俊
武田繁夫
林浩次
樋口敬一
山﨑徹
和田佳子

国外 渡辺和子

15名
都内 9名
都外 5名
海外 1名
男性 7名
女性 8名

自己点検・外部評価

Ⅰ．自己点検評価
１．協議会による評価
２．受講者や講師による評価

①講師による科目評価

Ⅱ．外部評価
１．評価委員会による評価
２．年次大会・奨励賞

①講師による科目評価
②受講者による講義評価
③受講者による科目評価

知の市場協議会
ー2014年度所属分類別内訳ー

48機関 110名
開講機関・連携機関等 構成員

専門機関・

研究機関
21%

市民(個人)
25%

専門機関・

研究機関
19%

消費者団

体・非営利

団体他
11%

市民(個人)
8%

多様な参画機関と構成員

公共団体
3%

産業界・業

界団体
27%

大学・学会
15%

消費者団

体・非営利

団体他
9%

公共団体
4%

産業界・業

界団体
33%

大学・学会
25%

11%

2014年12月5日現在

評価委員会委員
ー2015年度所属分類別内訳ー

多様な分野の
構成員

専門機関・

研究機関

10% 公共団体
5%市民(個人)

27%

2015年6月4日現在

62名←60名
←37名←31名←16名

産業界・業

界団体

23%

大学・学会
26%

消費者団

体・非営利

団体他

3%

報道機関
6%
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受講者の受講意欲
－共催講座:講師による評価－

40%

50%

60%

70%

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

どちらかといえば
意欲が感じられた

意欲が感じら
れた

普通 どちらかといえば
意欲が感じられ

なかった

意欲が感じら
れなかった

0%

10%

20%

30%

Ⅲ期

受講者とのコミュニケーション
－共催講座：講師による評価－

30%

35%

40%

45%

50%
Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

受講者から多くの質
問を受けるなど活発
な意見交換が出来た

受講者との意見交換
が出来た

普通 質問が少なく、やや物
足りなかった

全く対話が成り立た
なかった

0%

5%

10%

15%

20%

25%

受講動機に対する満足度
－共催講座：受講者による評価－

40%

50%

60%

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

0%

10%

20%

30%

満たされた 概ね満たされた どちらともいえない やや不満足 不満足

来年度の受講希望
－共催講座：受講者による評価－

60%

70%

80%

90%

100%
Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

0%

10%

20%

30%

40%

50%

来年度も受講したい 来年度は受講したくない

年次大会の目的と構成

１．目的
1）年次大会は、知の市場の運営に携わる関係者が当年度の活動の

実績や次年度の開講科目計画などを広く社会に対して公開して検
証を受ける場を提供する。

2）関係者が密接なコミ ニケ ションを行い認識の共有化を促進する2）関係者が密接なコミュニケーションを行い認識の共有化を促進する
場を提供する。

２．構成
1）開講機関及び連携機関の活動の計画及び実績の報告
2）奨励賞の授与及び記念講演
3）特別講演
4）知の市場の活動報告

公開による外部評価
認識の共有化

奨励賞の授与

１．目的
知の市場における自己研鑽とその成果を活用する活動及び

人材育成や教養教育の発展と知の市場の発展に資する活動を奨励する

２．対象
受講者 講師 開講機関 連携機関 その他受講者、講師、開講機関、連携機関、その他

奨励賞授与

３．選考

候補者の
推薦

受賞者の
選考

意向の
確認

受賞者の
決定

・協議会における審議
・評価委員会による確認
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奨励賞の授与
―実績―

年度 受講者 講師 参画・協力機関

個人 機関
開講／
連携機関

連携機関
のみ

2010 1 ― 0 3 0

2011 0 ― 3 2 1

2012 0 ― 5 1 0

2013 0 1 2 0 0

2014 0 0 1 0 0

合計 1 1 11 6 １

（2015年6月4日現在）

１．恒常的な教育内容の向上

２．全国の津々浦々の現場が参画

知の市場の今後の展開

社会の現場を基点にした
自立的にして自律的な

自己研鑚と自己実現の基盤の構築

１．分野の拡大と連携機関の拡充
１） 現代社会と世界動向を理解するために必要な

より広範で総合的な自己研鑽の機会の提供
２）多様な連携機関の参画を拡大し

知の市場の今後の課題（１）

２）多様な連携機関の参画を拡大し、
多彩な講師による多岐にわたる科目の開講

２．拠点の全国展開と開催機関の拡充
１）自己研鑽の機会の日常化と普遍化を促進
２）多様な開講機関の参画を拡大し、開講拠点の多彩化

と全国化を促進

知の市場の今後の課題（２）

３．参画機関の機能の強化
（１）全機関

１）参画機関の垣根を越えた協働・協力関係の構築
２）活動基盤の強化と自立的な活動の拡充

（２）教育機関（大学 大学院）の課題（２）教育機関（大学・大学院）の課題
１）大学・大学院の履修科目とし単位取得の対象として活用
２）大学・大学院の科目を社会人に開放するなど活用

４．内外の教育を巡る新な動きとの連携

５．基盤の強化
１）多彩な人々が自主的かつ主体的に参画する基盤を確立
２）自立的かつ自律的に発展していくための活動基盤を確立

ＪMOOC・放送大学 他

オープン・エデュケーション
－意義と特徴ー

教育の変革
知の市場

対面教育

ＪMOOC
Massive Open Online 

Courses

WEB教育

知の偏在が人々の格差を生み社会と世界を不安定化

経済的な理由などによる教育機会の喪失の防止

世界と社会の課題解決のために
人的資源を発掘し育て、最大限に活かす

相互補完

対面教育
+

現場重視

WEB教育
+

大学主体

第０期：黎明期（～2003年度）
１）実社会に根ざした「知の世界」の構築を目指す活動を本格化
２）「互学互教」、「社学連携」、「知の市場」などの概念を創造
３）理念を共有する有志を糾合して連携機関の原型を形成

第Ⅰ期：形成期（2004年度～2008年度）
１）5年計画で「化学・生物総合管理の再教育講座」を開始
２）「現場基点」の概念を提起し、「互学互教」、「社学連携」の概念に追加し、

「知の市場」の理念を完成
３）開講機関の概念を導入して運営体制を強化

知の市場の展開

第Ⅱ期：展開期（2009年度～2012年度）
１）自主的かつ自発的な教育活動として「知の市場」の名で新展開
２）開講科目の分野を拡大しながら全国への展開を促進
３）自立的にして自律的に活動する基盤の構築を本格化

第Ⅲ期：完成期（2013年度～2014年度）
１）社会を構成する多彩な人々が自主的に参画する活動の基盤を確立
２）「知の市場」がさらに自立的かつ自律的に発展していくための活動基盤を確立

第Ⅳ期：進化期（2015年度～）
全国の多彩な人々が自主的に参画する自立的かつ自律的な教育活動として
「知の市場」のさらなる進化

ボランタリーな自己研鑽の活動
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Ⅱ 開講計画Ⅱ．開講計画

年度 第Ⅰ期
（2004-2008年度）

第Ⅱ期
（2009-2012年度）

第Ⅲ期
（2013-2014年度）

開講拠点 2 29 43

開講機関・連携機関 26 41 53

開講状況の推移
－第Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ期平均―

（開講機関・連携機関・友の会・協力機関）

開講機関 2 30 45

連携機関 25 38 47

友の会会員 2857 3333 4874

協力機関 0 64 82
注1：第Ⅰ期は2004-2008年度の5年間、第Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、第Ⅲ期は2013-2014年度の2年間の各年度

の値の平均値を示す。
注2：開講・連携機関の合計の値は、両方の役割を担っている機関を1つの機関として計上するため、それぞれの値の

単純合計とは合致しない。
注3：友の会会員、協力機関の値は、各年度末の時点での値を各期で平均した値である。

友の会・協力機関数の推移
ー知の市場ー

50
60
70
80
90

3000

4000

5000

6000

注1：第Ⅰ期は2004‐2008年度の5年間、第Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、第Ⅲ期は2013‐2014年度の2年間の平均値で示す。
注2:友の会会員、協力機関の値は各年度末の時点での値を期ごとに平均した値を示す。
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第Ⅰ期 第Ⅱ期 第Ⅲ期

友の会会員 協力機関

報道・掲載件数の推移
ー知の市場ー

80 

100 

120 

数

合計

新聞・雑誌・学会誌

0 

20 

40 

60 

第Ⅱ期 2009 2010 2011 2012 2013 2014

報
道

件
数

関係機関の雑誌・

ニュースレター

HPへの掲載

メール配信

開講拠点

開講機関･連携機関

開講拠点数・開講機関数・連携機関数
の推移（期平均）

第Ⅰ期
（2004-2008年度）

第Ⅱ期
（2009-2012年度）

第Ⅲ期
（2013-2014年度）

開講拠点数 2 29 43

開講機関数 2 30 45

連携機関数 25 38 47

注：Ⅰ期は2004‐2008年度の5年間、Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、第Ⅲ期は
2013‐2014年度の2年間の各年度の値の平均値で示す。
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開講拠点数の推移
－共催講座・関連講座別－

30

40

50
合計 共催講座 関連講座

注：Ⅰ期は2004‐2008年度の5年間、Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、第Ⅲ期は2013‐2014年度の2年間の各年度の値の
平均値で示す。

0

10

20

30

第Ⅰ期 第Ⅱ期 第Ⅲ期 2013 2014

共催講座開講拠点 関連講座開講拠点

東京・お茶の水女子大学 東京・茗荷谷

東京・放送大学文京学習センター 愛知・名古屋市立大学（１）最新医学

東京・西早稲田（１）労研 東京・筑波大学東京キャンパス

埼玉・狭山 千葉・千葉

東京・丸の内 鹿児島･鹿児島

鳥取・倉吉 鹿児島･枕崎

大阪・千里山 大分・大分大学

東京・戸山 大分・大分

開 講 拠 点ー2014年度共催・関連講座（１）ー

18拠点 33拠点

47拠点

←22拠点 ←17拠点

←39拠点

東京・日本橋室町 神奈川・川崎高津区

京都・京都大学放射線生物研究センター 東京・早稲田駅

東京・九段 東京･関西大学東京センター

東京・大岡山 東京・浅草

大阪・関西大学高槻 東京・四ツ谷(３)生協総研

東京・西早稲田（２）主婦連 京都・京都大学放射線生物研究センター

東京・四ツ谷（１）主婦連 愛知・名古屋市立大学（２）学びなおし

東京・幡ヶ谷 東京・明治大学

東京・八重洲 神奈川・川崎宮前区

東京・四ツ谷（２）生物研 埼玉･狭山元気プラザ

共催講座開講拠点 関連講座開講拠点

福島・いわき

福井・福井

愛知・刈谷

大阪・門真

大阪・大阪

東京・狭山

東京・早稲田大学理工学部（大学・大学院編）

開 講 拠 点ー2014年度共催・関連講座（２）ー 47拠点 ←39拠点

33拠点
←17拠点

東京 早稲田大学理工学部（大学 大学院編）

東京・早稲田大学共同先進健康科学専攻（大学・大学院編）

東京・お茶の水女子大学学部（大学・大学院編）

東京・筑波大学大学院（大学・大学院編）

東京・東京工業大学理工学研究科（大学・大学院編）

滋賀・彦根（第12回協議会後追加）

福島・田村（第12回協議会後追加）

香川・海音寺（第12回協議会後追加）

兵庫・加東（第12回協議会後追加）

注)2014年度新規の開講10拠点を青字で示す

開 講 拠 点ー2013年度共催・関連講座ー

22拠点 16拠点

39拠点

←17拠点 ←14拠点

←31拠点
共催講座開講拠点 関連講座開講拠点

東京・お茶の水女子大学 愛知・名古屋市立大学（１）健康

東京・西早稲田（１）労研 東京・茗荷谷（２）

埼玉・狭山 東京・早稲田大学（２）

東京・茗荷谷（1） 大分・大分大学

鳥取・倉吉 東京・早稲田駅

大阪・千里山 東京・東京大学

東京・戸山 愛知・名古屋市立大学（２）学びなおし

東京・丸の内 東京・明治大学

東京・日本橋本町 神奈川・川崎宮前区

東京・日本橋室町 東京・早稲田大学理工学部（大学・大学院編）東京 本橋室町 東京 早稲 大学 学部（大学 大学院編）

東京・放送大学文教学習センター 東京・早稲田大学理工研究科（大学・大学院編）

大阪・関西大学 東京・早稲田大学共同先進健康学専攻（大学・大学院編）

東京・西早稲田（２）主婦連 東京・お茶の水女子大学学部（大学・大学院編）

東京・四ツ谷（１）主婦連 東京・明治大学理工研究科（大学・大学院編）

東京・幡ヶ谷 東京・東京工業大学工学部（大学・大学院編）

東京・西早稲田（３）食薬 東京・東京工業大学理工研究科（大学・大学院編）

東京・四ツ谷（２）生物研

注)2013年度新規の開講11拠点を青字で示す

東京・西早稲田（４）MUBK

埼玉・狭山元気プラザ

大阪・梅田

東京・早稲田大学（１）

京都・京都大学放射線生物研究センター

東京２３区以外の開講場所
－2014年度共催・関連講座ー

１．埼玉県狭山市

２．神奈川県川崎市

３．愛知県名古屋市

４．鳥取県倉吉市

１１．千葉県千葉市

１２．鹿児島県鹿児島市

１３．鹿児島県枕崎市

１４．滋賀県彦根市

５．大阪府吹田市

６．大阪府高槻市

７．大阪府大阪市

８．京都府京都市

９．大分県大分市

１０．福島県いわき市

１５．福島県田村市

１６．香川県海音寺市

１７．兵庫県加東市

１８．福井県福井市

１９．愛知県刈谷市

２０．大阪府門真市

東京２３区以外の開講場所
－2013年度共催・関連講座ー

１．埼玉県狭山市

２．神奈川県川崎市

６．大阪府高槻市

７．大阪府吹田市

３．愛知県名古屋市

４．鳥取県倉吉市

５．大阪府大阪市

７．大阪府吹田市

８．大分県大分市

９．京都府京都市
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開講拠点の連携（例）
－2014年度共催・関連講座ー

1．開講拠点間の科目の移動

関東化学
お茶の水女子大学LWWC

1科目

早稲田大学規範科学総合研究所三井不動産
お茶の水女子大学LWWC

1科目

日本リファイン

4科目移行

1科目
2．開講地域の移動

東京 大阪

早稲田リーガルコモンズ
法律事務所

お茶の水女子大学LWWC
1科目

1科目

開講拠点の連携（例）
－2013年度共催・関連講座ー

1．開講拠点間の科目の移動
三井不動産

お茶の水女子大学LWWC
お茶の水女子大学LWWC

増田研究室

２科目

日本リファイン UL Japan

狭山商工会議所 1科目

1科目

関東化学
お茶の水女子大学LWWC

狭山商工会議所
狭山市

1科目
お茶の水女子大学

LWWC
増田研究室

（２０１２年度）

8科目移行

狭山商工会議所
狭山市

日本リファイン

狭山商工会議所
狭山市

アダムジャパン

1科目

クレハ・バッテリー・マテリアルズ・
ジャパン

1科目2．開講地域の移動
大阪 東京

早稲田大学規範科学総合研究所
早稲田総研インターナショナル

関連講座へ移行
早稲田大学規範科学総合研究所

1科目

1科目

新規開講・連携機関
－2014年度 共催・関連講座－

【専門機関・研究機関】

１．早稲田リーガルコモンズ法律事務所（東京都）

２．社会技術革新学会法制教育研究会（東京都）

【公共団体】

１．千葉市科学館（千葉市） ２．日本中央競馬会（東京都） ３．神奈川科学技術アカデミー（神奈川県）

【産業界・業界団体】

１．狭山市茶業協会（狭山市） ２．社会技術革新学会社会技術革新学教育研究会（東京都）

３．社会技術革新学会リチウム電池教育研究会（東京都） ４．花井リスク研究所（東京都）

31機関

３．社会技術革新学会リチウム電池教育研究会（東京都） ４．花井リスク研究所（東京都）

５．武田労働衛生コンサルタント事務所（東京都） ６．生協総合研究所（東京都）

７．日華化学（福井県） ８．デンソー（愛知県） ９．パナソニック（大阪府） １０．日本機械輸出組合（東京都）

１１．ユニチャーム（香川県） １２．パナソニック・エコテクノロジー（兵庫県）

【大学・学会】

１．関西大学（大阪府） ２．筑波大学大学院（東京都）

３．化学生物総合管理学会化学物質総合経営学基礎教育研究会 （東京都）

４．社会技術革新学会社会技術革新学基礎教育研究会（東京都）

５．社会技術革新学会多様性基礎教育研究会（東京都）

６．日本放射能影響学会（福島原発事故対応委員会）（福島県） ７．社会技術革新学会法制教育研究会（東京都）

８．社会技術革新学会リチウム電池教育研究会（東京都）

【消費者団体・市民団体・非営利団体、他】

１．東京・知の市場（東京都） ２．大分・知の市場（大分県） ３・鹿児島・知の市場（鹿児島県）

【市民】 １．鈴木基之（東京都） ２．ふないまちなか大学（大分県） ３．福島フォーラム（福島県）

新規開講・連携機関
－2013年度 共催・関連講座－

【大学・専門機関・非営利団体】

１．くらしとバイオプラザ２１ （東京都）

２．東京大学大学院教育学研究科 （東京都）

３．東京大学高齢社会総合研究機構 （東京都）

４．放送大学文京学習センター （東京都）

５．京都大学放射線生物研究センター （京都市）

14機関

６．ひと・健康・未来研究財団 （京都市）

７．大分大学教育福祉科学部（都甲研究室） （大分市）

【産業関連】

１．三井不動産 （東京都）

２．クレハ・バッテリー・マテリアルズ・ジャパン （東京都）

３．プロメテ国際特許事務所 （東京都）

４．第二東京弁護士会環境法研究会 （東京都）

５．石油化学工業協会 （東京都）

６．早稲田総研インターナショナル （東京都）

７．資生堂リサーチセンター （横浜市）

開講機関数の推移
ー共催講座・関連講座別ー

40

50
合計 共催講座 関連講座

注1：Ⅰ期は2004‐2008年度の5年間、Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、第Ⅲ期は2013‐2014年度の各年度の値の平均値で示す。

注2：棒グラフはすべて合計を示す。
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開講機関の分布
ー共催・関連講座（ 第Ⅰ期･第Ⅱ期・第Ⅲ期）ー

‐第Ⅲ期‐‐第Ⅰ期‐

専門機関
50%

大学
50%

専門機関・研

究機関

14%
公共団体

6%学会
2%

消費者団体・

非営利団体他

14%

専門機関
24%

地方自治体
3%

産業界
7%大学

55%

学会
0%

ＮＰＯ/ＮＧ

Ｏ
11%

‐第Ⅱ期‐

※Ⅰ期は共催講座のみ

分野の多様化

産業界・業界

団体

26%大学
39%

2%
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開 講 機 関ー2014年度共催・関連講座ー

共催講座開講機関 関連講座開講機関

お茶の⽔⼥⼦⼤学
ﾗｲﾌﾜｰﾙﾄﾞ･ｳｵｯﾁｾﾝﾀｰ 増⽥研究室 化学⼯学会SCE・Net 東京⼯業⼤学⼤学院理⼯学研究科化学⼯学専攻

東京知の市場 名古屋市⽴⼤学健康科学講座オープンカレッジ ⽇本放射能影響学会

京都⼤学放射線⽣物研究センター ⼤分⼤学教育福祉科学部 ・都甲研究室 早稲⽥⼤学先進理⼯学部

ひと・健康・未来研究財団 筑波⼤学⼤学院 名古屋市⽴⼤学学びなおし⽀援センター

⽇本放射線影響学会 千葉市科学館 東洋システム

放送⼤学 ⼤分知の市場 ⽇華化学

労働科学研究所 神奈川科学技術アカデミー デンソー

早稲⽥⼤学規範科学総合研究所 ⽇本獣医師会 パナソニック

狭⼭商⼯会議所 早稲⽥⼤学規範科学総合研究所 ⽇本機械輸出組合

狭⼭市 早稲⽥総研インタ ナショナル 労働科学研究所

22機関 37機関

51機関
←39機関

←24機関 ←17機関

狭⼭市 早稲⽥総研インターナショナル 労働科学研究所

⽇本リスクマネジャネットワーク 関⻄⼤学社会安全学部 早稲⽥⼤学先進理⼯学研究科
共同先進健康科学専攻

動物臨床医学研究所 ⽇本中央競⾺会 お茶の⽔⼥⼦⼤学

国⽴感染症研究所 ⽣協総合研究所 ふないまちなか⼤学

⽇本リファイン 京都⼤学放射線⽣物研究センター ユニチャーム

三井不動産 ひと・健康・未来研究財団 パナソニック・エコテクノロジー

早稲⽥リーガルコモンズ法律事務所 アダムジャパン

製品評価技術基盤機構 ⿅児島知の市場

関⻄⼤学社会安全学部 明治⼤学リバティアカデミー

関⻄消費者連合会 明治⼤学安全学研究所

主婦連合会 明治⼤学⼤学院理⼯学研究科新領域創設専攻

東洋システム 狭⼭市

農業⽣物資源研究所 狭⼭商⼯会議所 (注)2014年度新規の19開講機関を青字で示す。

開 講 機 関ー2013年度共催・関連講座ー

共催講座開講機関 関連講座開講機関

お茶の水女子大学 ﾗｲﾌﾜｰﾙﾄﾞ･ｳｵｯﾁｾﾝﾀｰ(増田研究室) 名古屋市立大学 健康科学講座オープンカレッジ

狭山商工会議所 化学工学会SCE・Net

狭山市 早稲田大学 規範科学総合研究所 ※関連講座の開講機関としては新規

アダムジャパン 早稲田総研インターナショナル

労働科学研究所 名古屋市立大学 学びなおし支援センター

早稲田大学 規範科学総合研究所 明治大学 リバティアカデミー

化学工学会SCE・Net 明治大学 安全学研究所

鳥取県動物臨床医学研究所 明治大学大学院 理工学研究科新領域創造専攻

日本リスクマネジャネットワーク 労働科学研究所

国立感染症研究所 早稲田大学 理工学術院 先進理工学部

日本リファイン 早稲田大学 先進理工学研究科 生命医科学専攻

24機関 17機関

39機関←32機関

←19機関 ←15機関

日本リファイン 早稲田大学 先進理工学研究科 生命医科学専攻

関東化学 早稲田大学 先進理工学研究科 共同先進健康科学専攻

三井不動産 お茶の水女子大学

製品評価技術基盤機構 東京工業大学 工学部 高分子工学科

関西大学 社会安全学部 東京工業大学大学院 理工学研究科 化学工学専攻

関西消費者連合会 東京大学大学院教育学研究科

主婦連合会 大分大学教育福祉科学部・都甲研究室

食品薬品安全センター

(注)2013年度新規の11開講機関を青字で示す

農業生物資源研究所

三菱UFJトラストビジネス

クレハ・バッテリー・マテリアルズ・ジャパン

京都大学放射線生物研究センター

放送大学

ひと・健康・未来研究財団

連携機関数の推移
ー共催講座・関連講座別ー

30

40

50
合計 共催講座 関連講座

注1：Ⅰ期は2004‐2008年度の5年間、Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、第Ⅲ期は2013‐2014年度の2年間の各年度の値の平均値で示す。

注2：棒グラフはすべて合計を示す。

0

10

20

30

第Ⅰ期 第Ⅱ期 第Ⅲ期 2013 2014

連携機関の分布
ー共催講座・関連講座（ 第Ⅰ期･第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー

‐第Ⅲ期‐‐第Ⅰ期‐

専門機関
28%

地方自治体
大学
15%

学会
17%

ＮＰＯ/ＮＧＯ
8%

専門機関・

研究機関
16%

公共団体

消費者団

体・

非営利団体

他
12%

市民
2%

専門機関
21%

地方自治体
3%

産業界
15%

大学
42%

学会
11%

ＮＰＯ/ＮＧＯ
8%

‐第Ⅱ期‐

地方自治体
10%

産業界
22%

15%

※第Ⅰ期は共催講座のみ分野の多様化

4%

産業界・業

界団体
20%

大学
32%

学会
12%

連 携 機 関ー2014年度共催・関連講座ー

共催講座連携機関 関連講座連携機関

化学⽣物総合管理学会化学物質総合経営学教育研究会 アダムジャパン

化学⽣物総合管理学会化学物質総合経営学基礎教育研究会 お茶の⽔⼥⼦⼤学

国⽴感染症研究所 化学⼯学会SCE・Net

京都⼤学放射線⽣物研究センター 関⻄⼤学社会安全学部

狭⼭市 化学⽣物総合管理学会化学物質総合経営学基礎教育研究会

狭⼭商⼯会議所 化学⽣物総合管理学会化学物質総合経営学教育研究会

狭⼭市茶業協会 狭⼭市

社会技術⾰新学会社会技術⾰新学教育研究会 狭⼭商⼯会議所

社会技術⾰新学会⽯油サウジアラビア教育研究会 社会技術⾰新学会多様性基礎教育研究会

社会技術⾰新学会法制教育研究会 社会技術⾰新学会社会技術⾰新学教育研究会

社会技術⾰新学会リチウム電池教育研究会 名古屋市⽴⼤学⼤学院医学研究科

社会技術⾰新学会社会技術⾰新学基礎教育研究会 名古屋市⽴⼤学学びなおし⽀援センター

⽇本放射線影響学会福島原発事故対応委員会 ⽇本獣医師会

46機関
←46機関

28機関 27機関←30機関 ←22機関

⽇本放射線影響学会福島原発事故対応委員会 ⽇本獣医師会

主婦連合会 武⽥労働衛⽣コンサルタント事務所

製品評価技術基盤機構 明治⼤学⼤学院理⼯学研究科新領域創造専攻

第⼆東京弁護⼠会環境法研究会 明治⼤学リバティアカデミー

武⽥薬品⼯業 労働科学研究所

動物臨床医学研究所 早稲⽥⼤学先進理⼯学部

⽇本環境動物昆⾍学会 早稲⽥⼤学先進理⼯学研究科

⽇本リスクマネジャネットワーク 筑波⼤学⼤学院

農業⽣物資源研究所 ⽇本サイエンスコミュニケーション協会

プロメテ国際特許事務所 千葉市科学館

放送⼤学 ⽇本中央競⾺会

ひと・健康・未来研究財団 東京⼯業⼤学⼤学院理⼯学研究科化学⼯学専攻

労働科学研究所 ⽣協総合研究所

花井リスク研究所 京都⼤学放射線⽣物研究センター

武⽥労働衛⽣コンサルタント事務所 ひと・健康・未来研究財団

鈴⽊基之 (注)2014年度新規の15連携機関を⻘字で⽰す

連 携 機 関ー2013年度共催・関連講座ー
共催講座連携機関 京都大学放射線生物研究センター

くらしとバイオプラザ21 ひと・健康・未来研究財団

日本サイエンスコミュニケーション協会 早稲田大学 規範科学総合研究所

社会技術革新学会 関連講座連携機関

お茶の水女子大学 LWWC(増田研究室) 名古屋市立大学大学院医学研究科

資生堂リサーチセンター 化学工学会SCE・Net

第二東京弁護士会環境法研究会 ブルーアース

労働科学研究所 早稲田大学 規範科学総合研究所

狭山商工会議所 日本獣医師会

狭山市 名古屋市立大学 学びなおし支援センター

化学工学会SCE・Net 明治大学 大学院 理工学研究科新領域創造専攻

動物臨床医学研究所 明治大学 リバティアカデミー

日本環境動物昆虫学会 労働科学研究所

46機関
←43機関

30機関

22機関

←31機関

←14機関

日本リスクマネジャネットワーク 早稲田大学 理工学術院 先進理工学部

国立感染症研究所 早稲田大学理工学術院 先進理工学研究科

化学生物総合管理学会 早稲田大学理工学術院 先進理工学研究科生命医科学専攻

石油化学工業協会 武田薬品工業

プロメテ国際特許事務所 国立感染研究所

製品評価技術基盤機構 お茶の水女子大学

主婦連合会 東京工業大学 工学部 高分子工学科

食品薬品安全センター 東京工業大学大学院 理工学研究科 化学工学専攻

農業生物資源研究所 社会技術革新学会石油サウジアラビア研究学会

三菱UFJトラストビジネス 社会技術革新学会社会技術革新学教育研究会

アダムジャパン 化学生物総合管理学会化学物質総合経営学教育研究会

クレハ・バッテリー・マテリアルズ・ジャパン 東京大学大学院教育学研究科

放送大学 高齢社会総合研究機構

化学生物総合管理学会化学物質総合経営学教育研究会

社会技術革新学会韓国学教育研究会

(注)2013年度新規の15連携機関を青字で示す



22

教育を本務としない開講機関・連携機関の推移
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注1：第Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、第Ⅲ期は2013‐2014年度の2年間の各年度の値の平均値で示す。
注2：棒グラフはすべて左が教育を本務としない開講機関、右が教育を本務としない連携機関を示す。
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教育を本務としない開講機関・連携機関数
―2014年度―

アダムジャパン

日本リスクマネジャネットワーク

主婦連合会

労働科学研究所

化学工学会SCE・Net
動物臨床医学研究所

狭山商工会議所

農業生物資源研究所

三井不動産

第二東京弁護士会環境法研究会

プロメテ国際特許事務所

早稲田リーガルコモンズ法律事務所

日本獣医師会

ＮＰＯブルーアース

狭山市

狭山市茶業協会

製品評価技術基盤機構

関西消費者連合会

国立感染症研究所

東洋システム

武田薬品工業

ひと・健康・未来研究財団

日本リファイン

日本環境動物昆虫学会

ＮＰＯブル ア ス

早稲田総研インターナショナル

日本サイエンスコミュニケーション協会

日本中央競馬会

花井リスク研究所

武田労働衛生コンサルタント事務所

社会技術革新学会 社会技術革新学教育研究会

社会技術革新学会 法制教育研究会

社会技術革新学会 リチウム電池教育研究会

社会技術革新学会 金融教育研究会

33機関

アダムジャパン

日本リスクマネジャネットワーク

主婦連合会

食品薬品安全センター

労働科学研究所

化学工学会SCE・Net
鳥取県動物臨床医学研究所

化学生物総合管理学会

化学生物総合管理学会化学生物総合経営学教育研究会

日本リファイン

日本環境動物昆虫学会

農業生物資源研究所

関東化学

三井不動産

教育を本務としない開講機関・連携機関数
―2013年度―

狭山商工会議所

狭山市

製品評価技術基盤機構

NPO法人関西消費者連合会

国立感染症研究所

三菱UFJトラストビジネス

くらしとバイオプラザ２１

早稲田総研インターナショナル

社会技術革新学会韓国学教育研究会

社会技術革新学会

社会技術革新学会石油サウジアラビア研究学会

クレハ・バッテリー・マテリアルズ・ジャパン

日本サイエンスコミュニケーション協会

社会技術革新学会

資生堂リサーチセンター

第二東京弁護士会環境法研究会

石油化学工業協会

プロメテ国際特許事務所

日本獣医師会

ブルーアース

ひと・健康・未来研究財団

武田薬品工業

36機関

開 講 科 目開 講 科 目

科目数の推移
ー共催･関連講座ー

80

100

120

注１）第Ⅰ期は2004‐2008年度の5年間、第Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、2013－2014年度の2年間の各年度の値の平均値で示す。
注２）棒グラフは共催講座・関連講座の合計を示す。
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第Ⅰ期 第Ⅱ期 第Ⅲ期 2013 2014
合計 共催講座 関連講座

期間 1年あたり科目数 前期比

共催講座

第Ⅰ期
（再教育講座） 44科目 ー

第Ⅱ期 44科目 1倍

第Ⅲ期 40科目 0 91倍

開講科目の推移
ー第Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ期 共催・関連講座ー

知の市場の１科目は原則、１２０分講義１５回で構成し２単位相当

第Ⅲ期 40科目 0.91倍

関連講座
第Ⅱ期 41科目 ー

第Ⅲ期 55科目 1.34倍

合計

第Ⅰ期
（再教育講座） 44科目 ー

第Ⅱ期 85科目 1.93倍

第Ⅲ期 95科目 1.12倍
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期間 科目数合計

共催講座

第Ⅰ期
（再教育講座） 221科目

第Ⅱ期 174科目

第Ⅲ期 80科目

開講科目の推移
ー第Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ期 共催・関連講座ー

知の市場の１科目は原則、１２０分講義１５回で構成し２単位相当

第Ⅲ期 80科目

関連講座
第Ⅱ期 165科目

第Ⅲ期 79科目

合計

第Ⅰ期
（再教育講座） 221科目

第Ⅱ期 339科目

第Ⅲ期 189科目

科目数の比率の推移
ー分野別：共催・関連講座ー

70%
80%
90%

100%
芸術・スポーツ

教育・人材育成

国際

技術リスク

注：Ⅰ期は2004‐2008年度の5年間、Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、Ⅲ期は2013‐2014年度の2年間の各年度の値の平均値で示す。
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注：Ⅰ期は2004‐2008年度の5年間、Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、Ⅲ期は2013‐2014年度の2年間の各年度の値の平均値で示す。
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科目数の推移
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注2：棒グラフはすべて合計を示す。

注1：Ⅰ期は2004‐2008年度の5年間、Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、Ⅲ期は2013‐2014年度の2年間の各年度の値の
平均値で示す。
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第Ⅰ期 第Ⅱ期 第Ⅲ期 2013 2014

科目数の比率の推移
ー分野別：共催講座ー
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注：Ⅰ期は2004‐2008年度の5年間、Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、Ⅲ期は2013‐2014年度の2年間の各年度の値の
平均値で示す。
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科目数の推移
ー関連講座ー
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第Ⅱ期 第Ⅲ期 2013 2014

注1：Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、Ⅲ期は2013‐2014年度の2年間の各年度の値の平均値で示す。
注2：棒グラフはすべて合計を示す。

科目数の比率の推移
ー分野別：関連講座ー
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注：Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、Ⅲ期は2013‐2014年度の2年間の各年度の値の平均値で示す。

科目数の比率の推移
ー水準別：関連講座ー

60%
70%
80%
90%
100%

上級科目

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%

第Ⅱ期 第Ⅲ期

中級科目

基礎科目

注：Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、Ⅲ期は2013‐2014年度の2年間の各年度の値の平均値で示す。

分野(大分類)
開講科目数

割合
基礎 中級 上級 合計

共
催
講

1.化学物質総合経営 3 6 0 9 23%
2.生物総合経営 1 3 2 6 15%
3.コミュニケーション 0 0 0 0 0%
4.総合 7 5 0 12 31%
5.社会技術革新 5 2 0 7 18%
6 地域（2011年度新設) 0 2 0 2 5%

開講科目
ー2014年度共催・関連講座ー

講
座

6.地域（2011年度新設) 0 2 0 2 5%
7.国際（2012年度新設) 0 1 0 1 3%
8.教育・人材育成（同上) 0 2 0 2 5%
9.芸術・技芸（同上) 0 0 0 0 0%
小計 16 21 2 39 100%

関
連
講
座

教養編 31 44%
専門編 9 13%
研修編 17 24%
大学･大学院編 14 20%
小計 71 100%

合計 110

分野(大分類)
開講科目数

割合
基礎 中級 上級 合計

共
催
講

1.化学物質総合経営 1 5 0 6 15％

2.生物総合経営 1 3 2 6 15％

3.コミュニケーション 1 1 0 2 5％

4.総合 5 5 1 11 27％

5.社会技術革新 6 4 0 10 24％

6 地域（2011年度新設) 1 2 0 3 7％

開講科目
ー2013年度共催・関連講座ー

講
座

6.地域（2011年度新設) 1 2 0 3 7％

7.国際（2012年度新設) 1 1 0 2 5％

8.教育・人材育成（同上) 0 1 0 1 2％

9.芸術・技芸（同上) 0 0 0 0 0％

小計 16 22 3 41 100％

関
連
講
座

教養編 12 32％

専門編 9 24％

研修編 1 3％

大学･大学院編 16 42％

小計 38 100％

合計 79

開講科目の分野
ー共催・関連講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期）ー

‐第Ⅲ期‐‐第Ⅰ期‐

化学物質総

合経営
37%

分野別総合

管理

社会変革と

技術革新
23%

技術リスク
7%

化学物質総合

経営
20%

地域

技術リスク
0% 国際

5%

教育・人材育成
7% 芸術・スポーツ

1%

‐第Ⅱ期‐

生物総合経

営
19%

コミュニケー

ション
14%

0%

化学物質総

合経営
31%

生物総合経

営
10%コミュニケー

ション
2%

分野別総合

管理
40%

社会変革と

技術革新
10%

地域
3%

国際
2%

教育・人材育

成
1%

芸術・スポー

ツ
1%

分野の多様化

生物総合経営
8%

コミュニケーショ

ン
5%

分野別総合管

理

32%

社会変革と技

術革新
17%

5%
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開講科目の水準
ー共催・関連講座（第Ⅰ期･第Ⅱ期・第Ⅲ期）ー

‐第Ⅲ期‐‐第Ⅰ期‐

基礎

56%

中級

39%

上級

5%

基礎

上級
12%

‐第Ⅱ期‐
基礎

23%

中級

49%

上級

28%

56%

基礎科目の増加

36%

中級
52%

分野(大・中分類) 開講数
割合基礎 中級 上級 合計

１．化学物質総合経営 3 6 0 9 23%
2.生物総合経営 1 3 2 6 14%
3.コミュニケーション 0 0 0 0 0%
4.総合 7 5 0 12 31%

1) 医療･保健 0 0 0 0 0%
2) 労働 2 3 0 5 12%
3) 食･農 0 0 0 0 0%

開講科目
ー2014年度共催講座ー

3) 食 農 0 0 0 0 0%
4) 鉱工業製品･医薬品 2 １ 0 3 7%
5) 環境 2 0 0 2 5%
6) 放射線・原子力 １ １ 0 2 5%
7) 保安・防災 0 0 0 0 0%

5.社会技術革新 5 2 0 7 18%
6.地域(2011年度新設) 0 2 0 2 5%
7.国際(2012年度新設) 0 1 0 1 3%
8.教育・人材育成(同上) 0 2 0 2 6%
9.芸術・技芸(同上) 0 0 0 0 0%

小計 16 21 2 39 100%

分野(大・中分類) 開講数 割合
基礎 中級 上級 合計

１．化学物質総合経営 1 5 0 6 15％

2.生物総合経営 1 3 2 6 15％

3.コミュニケーション 1 1 0 3 5％

4.総合 5 5 1 11 27％

1) 医療･保健 0 0 0 0 0％
2) 労働 1 3 0 4 10％

開講科目
ー2013年度共催講座ー

３） 食･農 0 1 0 1 2％
４）鉱工業製品･医薬品 3 0 0 3 7％
５）環境 1 0 0 1 2％
６）放射線・原子力 0 1 0 1 2％
７）保安・防災 0 0 1 1 2％

5.社会技術革新 6 4 0 10 24％

6.地域(2011年度新設) 1 2 0 3 7％
7.国際(2012年度新設) 1 1 0 2 5％
8.教育・人材育成(同上) 0 1 0 1 2％
9.芸術・技芸(同上) 0 0 0 0 0％

小計 16 22 3 41 100％

1.化学物質

総合評価管理

37%

4.技術リスク
7%

5.社会技術革

新
23%

開講科目の分野
ー共催講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期）ー

‐第Ⅲ期‐‐第Ⅰ期‐
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総合経営

19%地域
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国際
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教育・人

材育成

4%

2.生物総合

評価管理

19%

3.コミュニケー

ション
14%

1.化学物質

総合経営
14%

2.生物総合

経営
12%

3.コミュニ

ケーション
4%

4.分野別総合

管理

40%

5.社会技術

革新
16%

6.地域
6%

7.国際
4%

8.教育・

人材育成
2%

9.芸術・技芸
2%

‐第Ⅱ期‐

多様性の維持

生物総合

経営

15%

コミュニ

ケーショ

ン

2%

分野別総

合管理

29%

社会変革

と技術革

新

21%

開講科目の水準
ー共催講座（第Ⅰ期･第Ⅱ期・第Ⅲ期）ー

‐第Ⅲ期‐‐第Ⅰ期‐

基礎
52%

中級
44%

上級
4%

上級

6%

基礎
33%

中級
45%

上級
22%

‐第Ⅱ期‐

基礎・中級科目の拡大

基礎

40%

中級

54%

分野(大分類)
開講数

割合
基礎 中級 上級 合計

1.化学物質総合経営 10 3 1 14 20%

2.生物総合経営 0 1 0 1 2%

3.コミュニケーション 0 4 2 6 5%

開講科目
ー2014年度関連講座ー

4.総合 6 5 7 18 38%

5.社会技術革新 3 7 0 10 13%

6.地域(2011年度新設) 3 2 0 5 7%

7.国際(2012年度新設) 4 2 0 6 7%

8.教育・人材育成(同上) 0 4 6 10 0%

9.芸術・技芸(同上) 1 0 0 1 2%

小計 27 28 16 71
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分野(大分類)
開講数

割合
基礎 中級 上級 合計

１．化学物質総合経営 1 8 0 9 24%

2.生物総合経営 0 3 0 3 8%

3 コミュニケーション 0 1 0 1 3%

開講科目
ー2013年度関連講座ー

3.コミュニケーション 0 1 0 1 3%

4.総合 4 9 7 20 53%

5.社会技術革新 1 5 0 6 13%

6.地域(2011年度新設) 0 0 0 0 0%

7.国際(2012年度新設) 0 0 0 0 0%

8.教育・人材育成(同上) 0 0 0 0 0%

9.芸術・技芸(同上) 0 0 0 0 0%

小計 6 26 7 39

社会変

革と技術

革新

4%

開講科目の分野
ー関連講座（第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー
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開講科目の水準
ー関連講座（第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー

‐第Ⅲ期‐‐第Ⅱ期‐
基礎

14%

上級

33%

基礎

30%

上級

21%

中級

53%

基礎科目の増加

中級

49%

新規開講科目（1）
－2014年度開講拠点別科目数（共催・関連）－

１．東京・お茶の⽔⼥⼦⼤学 知の市場（お茶の⽔⼥⼦⼤学LWWC(増⽥研究室）/知の市場/京都⼤学放射線⽣物センター、
ひと・健康・未来研究財団、⽇本放射線影響学会、知の市場）： 7科⽬（東京都）

２．東京・⼤岡⼭ 知の市場（知の市場） ： 1科⽬（東京都）
３．福島・いわき 知の市場（東洋システム）： 2科⽬（福島県）
４．東京・放送⼤学⽂京学習センター 知の市場（お茶の⽔⼥⼦⼤学LWWC/ 放送⼤学協賛）： 1科⽬（東京都）
５．埼⽟･狭⼭ 知の市場（狭⼭商⼯会議所/狭⼭市）： 4科⽬（埼⽟県）

６．東京・茗荷⾕ 知の市場（化学⼯学会SCE・Net）： 3科⽬（東京都）
７．東京・関⻄⼤学東京センター 知の市場（関⻄⼤学社会安全学部）： 1科⽬（東京都）
８．東京・筑波⼤学東京キャンパス 知の市場（筑波⼤学⼤学院） ： 2科⽬（東京都）

56科目
←19科目

８ 東京 筑波⼤学東京キャンパス 知の市場（筑波⼤学⼤学院） 科⽬（東京都）
９． 東京四ツ⾕ ⽣協総研（⽣協総合研究所） ： 1科⽬（東京都）
１０．東京・⽇本中央競⾺会 知の市場（⽇本中央競⾺会） ： 1科⽬（東京都）
１１．千葉・千葉知の市場（千葉市科学館） ： 2科⽬（千葉市）
１２．神奈川・川崎⾼津区 知の市場（神奈川化学技術アカデミー） ： 1科⽬（神奈川県）
１３．⼤分・⼤分⼤学（知の市場）： 2科⽬（⼤分県）
１４．⿅児島・⿅児島 知の市場 2科⽬（⿅児島県）
１５．⿅児島・枕崎 知の市場（知の市場）： 2科⽬（⿅児島県）
１６．福井・福井（⽇華化学） ： 2科⽬（福井県）
１７．愛知・刈⾕（デンソー）： 2科⽬（愛知県）
１８．⼤阪・⾨真（パナソニック） ： 2科⽬（⼤阪府）
１９．⼤阪・⼤阪（⽇本機械輸出組合） ： 2科⽬（⼤阪府）
２０．東京・筑波⼤学⼤学院 知の市場（筑波⼤学⼤学院）： 2科⽬（東京都）

新規開講科目（2）
－2014年度開講拠点別科目数（共催・関連）－

21．⼤分・⼤分 知の市場（ふないまちなか⼤学）： 2科⽬（⼤分県）
22．⾹川・海⾳寺 知の市場（ユニチャーム）： 3科⽬（⾹川県）
23．兵庫・加東 知の市場（パナソニック・エコテクノロジー）： 3科⽬（兵庫県）
24．⼤分・⼤分 知の市場（⼤分知の市場）： 1科⽬（⼤分県）
25．滋賀・彦根 知の市場（東洋システム）： 1科⽬（滋賀県）
26．福島・⽥村 知の市場（福島フォーラム）： 1科⽬（福島県）
27. 東京・お茶の⽔⼥⼦⼤学 知の市場（お茶の⽔⼥⼦⼤学）： 1科⽬ (東京都）
28. 東京・筑波⼤学⼤学院 知の市場（筑波⼤学⼤学院）： 2科⽬（東京都）

56科目
←19科目

新規開講科目
－2013年度開講拠点別科目数（共催・関連） －

１．東京・お茶の水女子大学 知の市場
（お茶の水女子大学LWWC(増田研究室））： 6科目（東京都）

２．東京・日本橋本町 知の市場
（関東化学/お茶の水女子大学LWWC） ： 2科目（東京都）

３．鳥取・倉吉 知の市場
（動物臨床医学研究所）： 2科目（倉吉市）

４．東京・放送大学文京学習センター 知の市場
（お茶の水女子大学LWWC/ 放送大学協賛）： 2科目（東京都）

５．東京・幡ヶ谷 知の市場
（製品評価技術基盤機構）： 1科目（東京都）

６．京都・京都大学放射線生物研究センター 知の市場
（京都大学放射線生物研究センター/ひと・健康・未来研究財団）： 1科目（京都府）

７．大分・大分大学 知の市場
（大分大学教育福祉科学部（都甲研究室））： 2科目（大分県）

８．東京・東京大学 知の市場
（東京大学大学院教育学研究科）： 2科目（東京都）

９．東京・早稲田大学理工研究科 知の市場
（早稲田大学 先進理工学研究科 生命医科学専攻）： 1科目（東京都）

19科目←14科目2ユニット
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社会人教育から学校教育への展開（2014年度）

社会人教育としての科目
大学・大学院教育

としての科目
実施大学・大学院

合計5科目

社会人教育の科目が
同時に

大学･大学院教育に活用されている事例

規範科学事例研究１

リスク管理（演習） お茶の水女子大学化学物質総合経営学事例研究１

法学入門

安全学入門 安全学特論１ 明治大学大学院
理工学研究科
新領域創造専攻製品機械安全特論 新領域創造特論３

社会人教育から学校教育への展開（2013年度）

社会人教育としての科目
大学・大学院教育
としての科目名

実施大学・大学院

サイエンスコミュニケーション実践論１

サイエンスコミ ニケ シ ン実践論２

社会人教育の科目が
同時に大学･大学院教育に活用されている事例 合計9科目

リスク管理（演習） お茶の水女子大学

サイエンスコミュニケーション実践論２

化粧品の科学

サウジアラビア特論

企業法の基礎

現代環境法入門

安全学特論 安全学特論 明治大学大学院
理工学研究科
新領域創造専攻製品・機械安全特論 新領域創造特論３

生涯学習論特殊講義 生涯学習論特殊講義 東京大学大学院教
育学研究科

社会人教育から学校教育への展開（2014年度）

大学・大学院教育としての科目 実施大学・大学院

化学物質総合管理学 早稲田大学 理工学術院 先進理工学研究科

共同先進健康科学専攻食農総合管理学

生命科学概論A（建築･電子光学・
経営･資源･社会工学）

早稲田大学 理工学術院 先進理工学部生命科学概論A（総合機械）

社会人教育の内容や講師が
大学･大学院教育に活用されている事例 合計11科目

早稲田大学 理工学術院 先進理工学部命科学概論 （総合機械）

生命科学概論A（化学･応用化学）

生命科学概論B（生命医科）

社会技術革新学
お茶の水女子大学

規範科学

サイエンスコミュニケーション実践論
筑波大学大学院

リスクコミュニケーション入門

資源･エネルギー･安全論 東京工業大学大学院 理工学研究科 化学工学専攻

社会技術革新論a
大分大学教育福祉科学部

化学物質総合管理論a

日本力論b 鹿児島水産高等学校

社会人教育から学校教育への展開（2013年度）

大学・大学院教育としての科目名 実施大学・大学院

化学物質総合管理学
早稲田大学 理工学術院 先進理工学研究科

共同先進健康科学専攻
感染症総合管理学

生活環境総合管理学

社会人教育の内容や講師が
大学･大学院教育に活用されている事例

合計12科目

医薬総合管理学
早稲田大学 理工学術院 先進理工学研究科
生命医科学専攻

生命科学概論A（建築･電子光学・経営･
資源･社会工学）

早稲田大学 理工学術院 先進理工学部生命科学概論A（総合機械）

生命科学概論A（化学･応用化学）

生命科学概論B（生命医科）

安全管理概論
お茶の水女子大学

社会技術革新学概論

社会技術革新学概論 東京工業大学 工学部 高分子工学科

資源･エネルギー･安全論 東京工業大学大学院 理工学研究科 化学工学専攻

学校教育から社会人教育への展開（2014年度）

大学・大学院の教育
としての科目 実施大学・大学院 社会人教育としての科目

社会技術革新学
東京・お茶の水女

社会技術革新学基礎論

大学･大学院教育の科目が
同時に

社会人教育に活用されている事例 合計5科目

東京 お茶 水
子大学規範科学 規範科学基礎論

サイエンスコミュニケーション
実践論

筑波大学大学院

サイエンスコミュニケーション
実践論

リスクコミュニケーション入門 リスクコミュニケーション入門

資源･エネルギー・安全論 東京・東京工業大
学大学院 資源･エネルギー・安全基礎論

講 師 陣講 師 陣
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講師の推移
ー共催・関連講座ー
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注1：第Ⅰ期は2004‐2008年度の5年間、第Ⅱ期は2009‐2012年度の4年間、第Ⅲ期は2013‐2014年度の2年間の各年度の値の
平均値で示す。
注2：棒グラフはすべて合計を示す。
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講師の所属分布
ー共催講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期）ー
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受講者の募集と選考
－第Ⅰ期～Ⅲ期共催・関連講座（合計）－

期間 科目数合計 応募者
科目あたり

応募者
受講者

科目あたり
受講者

第Ⅰ期合計

（2004～2008年）
221 6017 27 6017 27

第Ⅱ期合計

（2009～2012年）
339 13849 41 13609 40

第Ⅲ期合計

（2013・2014年）
189 5859 31 5746 30

３期間合計 749 25725 34 25372 34

第Ⅰ期・第Ⅱ期

合計
560 19866 35 19626 35

第Ⅱ期・第Ⅲ期

合計
528 19708 37 11876 37

第Ⅰ期・第Ⅲ期
合計

410 11876 29 29 29

受講者の募集と選考
－第Ⅰ期～Ⅲ期共催・関連講座（合計・内訳）－

科目数合計 応募者
科目あたり

応募者
受講者

科目あたり
受講者

第Ⅰ期合計

（2004～2008年）
221 6017 27 6017 27

第Ⅱ期合計

（2009～2012年）
339 13849 41 13609 40

共催講座 174 5560 33 5482 32

関連講座 165 8189 50 8127 50

第Ⅲ期合計

（2013・2014年）
189 5859 31 5746 30

共催講座 80 1927 40 1914 40

関連講座 109 3932 36 3932 35

３期間合計 749 25725 34 25372 34

共催講座 475 13604 29 13413 28

関連講座 274 12121 44 11959 44

（注）第Ⅰ期は共催講座のみ。

受講者の募集と選考
－第Ⅰ期～Ⅲ期共催・関連講座（平均）－

期間
１年あたり

科目数
応募者

科目あたり
応募者

受講者
科目あたり

受講者

第Ⅰ期平均 44 1203 27 1191 27

第Ⅱ期平均 85 3462 41 3407 40

第Ⅲ期平均 95 2930 31 2873 30

３期間平均 73 2450 34 2416 33

第Ⅰ期・第Ⅱ期
比較

1.9倍 2.9倍 1.5倍 2.9倍 1.5倍

第Ⅱ期・第Ⅲ期
比較

1.1倍 0.8倍 0.8倍 0.8倍 0.8倍

第Ⅰ期・第Ⅲ期
比較

2.2倍 2.4倍 1.1倍 2.4倍 1.1倍

受講者の募集と選考
－第Ⅰ期～Ⅲ期共催・関連講座（平均・内訳）－

１年あたり

科目数
応募者

科目あたり
応募者

受講者
科目あたり

受講者

第Ⅰ期平均 44 1203 27 1191 27

第Ⅱ期平均 85 3462 41 3407 40

共催講座 44 1415 33 1371 32

関連講座 41 2047 50 2032 50関連講座 41 2047 50 2032 50

第Ⅲ期平均 95 2930 31 2873 31

共催講座 40 964 24 957 24

関連講座 55 1966 36 1916 35

３期間平均 71 2450 34 2416 34

共催講座 45 1296 29 1277 28

関連講座

（Ⅱ期・Ⅲ期）
50 2203 44 2174 44

（注）第Ⅰ期は共催講座のみ。

受講者の募集と選考
ー第Ⅰ期～Ⅲ期共催講座（合計）ー

期間 科目数合計 応募者
科目あたり

応募者
受講者

科目あたり
受講者

第Ⅰ期合計 221 6017 27 6017 27

第Ⅱ期合計 174 5560 33 5482 32

第Ⅲ期合計 80 1927 24 1914 24

３期間合計 443 13604 31 13413 30

第Ⅰ期・第Ⅱ期
合計

395 11677 30 11499 29

第Ⅱ期・第Ⅲ期
合計

254 7587 30 7396 29

第Ⅰ期・第Ⅲ期
合計

301 7944 26 7931 26

受講者の募集と選考
ー第Ⅰ期～Ⅲ期共催講座（平均）ー

期間
１年あたり

科目数
応募者

科目あたり
応募者

受講者
科目あたり

受講者

第Ⅰ期平均 44 1203 27 1191 27

第Ⅱ期平均 44 1415 33 1370 32

第Ⅲ期平均 40 964 24 957 24第Ⅲ期平均 40 964 24 957 24

３期間平均 42 1296 31 1277 30

第Ⅰ期・第Ⅱ期
比較

1.0倍 1.2倍 1.2倍 1.2倍 1.2倍

第Ⅱ期・第Ⅲ期
比較

0.9倍 0.7倍 0.7倍 0.7倍 0.8倍

第Ⅰ期・第Ⅲ期
比較

0.9倍 0.8倍 0.8倍 0.7倍 0.8倍
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受講者の募集と選考
ー第Ⅱ期・第Ⅲ期関連講座（合計）ー

期間 科目数合計 応募者
科目あたり

応募者
受講者

科目あたり
受講者

第Ⅱ期合計 165 8189 50 8127 49第Ⅱ期合計 165 8189 50 8127 49

第Ⅲ期合計 109 3932 36 3300 35

２期間合計 274 12121 44 11959 44

受講者の募集と選考
ー第Ⅰ期～Ⅲ期関連講座（平均）ー

期間
１年あたり

科目数
応募者

科目あたり
応募者

受講者
科目あたり

受講者

第Ⅱ期平均 41 2047 50 2032 50

第Ⅲ期平均 55 1966 36 1916 35

２期間平均 50 2203 44 2174 44

第Ⅱ期・第Ⅲ期
比較

1.3倍 1.0倍 0.72倍 0.94倍 0.6倍

応募者・受講者・修了者
ー第Ⅰ期～第Ⅲ期共催・関連講座（合計）ー

期間
科目数
合計

応募者 受講者 修了者 修
了
率計

科目
あたり 計

科目
あたり 計

科目
あたり

Ⅰ期合計 221 6017 27 6017 27 3307 15 55.0

Ⅱ期合計 339 13849 41 13609 40 8500 25 62.5

期合計Ⅲ期合計 189 5859 31 5746 30 4186 22 72.9

３期間

合計
767 25725 34 25372 33 15993 21 63.0

Ⅰ期・Ⅱ期
合計

560 19866 35 19626 35 11807 21 60.2

Ⅱ期・Ⅲ期
合計

528 19708 37 19355 37 12686 24 65.5

Ⅰ期・Ⅲ期
合計

410 11876 29 11763 29 7493 18 63.7

応募者・受講者・修了者
ー第Ⅰ期～第Ⅲ期共催・関連講座（合計・内訳）ー

科目数
合計

応募者 受講者 修了者 修
了
率計

科目
あたり 計

科目
あたり 計

科目
あたり

Ⅰ期合計 221 6017 27 6017 27 3307 15 55.0

Ⅱ期合計 339 13849 41 13609 40 8500 25 62.5

共催講座 174 5560 33 5482 32 2908 17 53.0

関連講座 165 8189 50 8127 50 5592 34 68 8関連講座 165 8189 50 8127 50 5592 34 68.8

Ⅲ期合計 189 5859 31 5746 30 4186 22 72.9

共催講座 80 1927 24 1914 24 886 11 46.3

関連講座 109 3932 36 3932 35 3300 30 86.1

三期間

合計
749 25725 34 25372 34 15993 21 63.0

共催講座 475 13604 29 13413 28 7101 15 52.9

関連講座 274 12121 44 11959 44 8892 32 74.4

応募者・受講者・修了者
ー第Ⅰ期～第Ⅲ期共催・関連講座（平均）ー

期間
１年あたり

科目数

応募者 受講者 修了者 修
了
率計

科目
あたり 計

科目
あたり 計

科目
あたり

Ⅰ期平均 44 1203 27 1191 27 661 15 55.5

Ⅱ期平均 85 3462 41 3407 40 2125 25 62.5

Ⅲ期平均 95 2930 31 2873 30 2093 22 72.0

３期間
平均

73 2450 34 2416 33 1523 21 63.0

Ⅰ期・Ⅱ期

比較
2.0倍 2.9倍 1.5倍 2.6倍 1.4倍 3.2倍 1.7倍 1.1倍

Ⅱ期・Ⅲ期

比較
1.1倍 0.8倍 0.8倍 0.9倍 0.8倍 1.0倍 0.9倍 1.1倍

Ⅰ期・Ⅲ期
比較

2.2倍 2.4倍 1.1倍 0.8倍 1.1倍 1.0倍 1.5倍 1.3倍

応募者・受講者・修了者
ー第Ⅰ期～第Ⅲ期共催・関連講座（平均・内訳）ー

１年あたり
科目数

応募者 受講者 修了者 修
了
率計

科目
あたり 計

科目
あたり 計

科目
あたり

Ⅰ期平均 44 1203 27 1191 27 661 15 55.5

Ⅱ期平均 85 3462 41 3407 40 2125 25 62.5

共催講座 44 1415 33 1371 32 727 16 51.7

関連講座 41 2047 50 2032 50 1398 33 70.9

Ⅲ期平均 95 2930 31 2873 31 2093 22 72.0

共催講座 40 964 24 957 24 443 11 46.1

関連講座 55 1966 36 1916 35 1650 31 85.4

３期間
平均

73 2450 34 2416 33 1523 21 63.0

共催講座 45 1296 29 1277 28 1291 15 52.9

関連講座 50 2203 44 2174 44 847 32 74.4
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受講者・修了者及び科目あたり受講者・修了者の推移
－共催・関連講座－
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注1）第Ⅰ期と第Ⅱ期の数値は一年あたりの平均値である。
注2）棒グラフは各年度毎に左が受講者数、右が修了者数を示す。
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応募者の推移
ー共催・関連講座ー
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応募者
ー2014年度共催・関連講座ー

分野(大分類) 応募者数 比率
基礎 中級 上級 合計

共

1.化学物質総合経営 52 99 0 151 5%
2.生物総合経営 17 69 142 228 7%
3.コミュニケーション 0 0 0 0 0%
4.分野別総合管理 184 33 0 217 7%

共
催
講
座

5.社会変革と技術革新 62 120 0 182 6%
6.地域 0 27 0 27 1%
7.国際 0 11 0 11 0%
8.教育・人材育成 0 25 0 25 1%
9.芸術・スポーツ 0 0 0 0 0%

小計 315 384 142 841 27%

関連講座 1049 867 361 2277 73%

合計 1364 1251 503 3118 100%
比率（％） 44% 40% 16% 100%
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応募者
ー2013年度共催・関連講座ー

分野(大分類) 応募者数 比率
基礎 中級 上級 合計

共

1.化学物質総合経営 44 65 0 109 10%
2.生物総合経営 15 109 156 280 26%
3.コミュニケーション 33 13 0 46 4%
4.分野別総合管理 178 70 21 269 25%

社会変革と技術革新
共
催
講
座

5.社会変革と技術革新 199 68 0 267 25%
6.地域 28 28 0 56 5%
7.国際 19 26 0 45 4%

8.教育・人材育成 0 14 0 0 1%
9.芸術・スポーツ 0 0 0 0 0%

小計 516 396 177 1086 40%

関連講座 440 940 275 1655 60%

合計 956 1333 452 2741 100%
比率（％） 35% 49% 16% 100%
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応募者の推移
ー共催講座ー

自立性の強化のため
共催講座を関連講座に移行
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（注）第Ⅰ期～第Ⅲ期の数値は一年あたりの平均値である

応募者
ー2014年度共催講座ー

分野(大分類)
応募者数

比率
基礎 中級 上級 合計

1.化学物質総合経営 52 99 0 151 18%

2.生物総合経営 17 69 142 228 27%

3.コミュニケーション 0 0 0 0 0%

4 分野別総合管理 184 33 0 217 26%4.分野別総合管理 184 33 0 217 26%

5.社会変革と技術革新 62 120 0 182 22%

6.地域 0 27 0 27 3%

7.国際 0 11 0 11 1%

8.教育・人材育成 0 25 0 25 3%

9.芸術・スポーツ 0 0 0 0 0%

合計 315 384 142 841 100%

比率 37% 46% 17% 100%

応募者
ー2013年度共催講座ー

分野(大分類)
応募者数

比率
基礎 中級 上級 合計

1.化学物質総合経営 44 65 0 109 10%

2.生物総合経営 15 109 156 280 26%

3.コミュニケーション 33 13 0 46 4%

4 分野別総合管理 178 70 21 269 25%4.分野別総合管理 178 70 21 269 25%

5.社会変革と技術革新 199 68 0 267 25%

6.地域 28 28 0 56 5%

7.国際 19 26 0 45 4%

8.教育・人材育成 0 14 0 14 1%

9.芸術・スポーツ 0 0 0 0 0%

合計 516 393 177 1086 100%

比率 48% 36% 16% 100%

応募者
ー2014年度共催講座ー

分野(中分類)
応募者数

比率
基礎 中級 上級 合計

4.分野別総合管理 184 33 0 217 26%

1) 医療･保健 0 0 0 0 0%

2) 労働 19 30 0 49 6%

3) 食･農 0 0 0 0 0%

4) 鉱工業製品･医薬品 109 0 0 109 13%

5) 環境 43 0 0 43 5%

6) 放射線・原子力 13 3 0 16 2%

7) 保安・防災 0 0 0 0 0%

8) 高齢社会 0 0 0 0 0%

5.社会変革と技術革新 62 120 0 182 22%

1）技術革新 5 109 0 114 14%

2）物質材料・化学技術 0 0 0 0 0%

3）資源・エネルギー 0 3 0 0 3%

4）金融・三次産業ほか 0 0 0 0 0%

5）知的財産・特許 16 0 0 16 2%
6）基準・認証・標準・試薬 0 0 0 0 0%
7）法制 41 8 0 49 6%
8)歴史 0 0 0 0 0%

応募者
ー2013年度共催講座ー

分野(中分類)
応募者数

比率
基礎 中級 上級 合計

4.分野別総合管理 178 70 21 269 25%

1) 医療･保健 0 0 0 0 0%

2) 労働 12 45 0 57 5%

3) 食･農 0 21 0 21 2%

4) 鉱工業製品･医薬品 150 4 0 154 14%

5) 環境 16 0 0 16 1%5) 環境 16 0 0 16 1%

6) 放射線・原子力 0 0 0 0 0%

7) 金融 0 0 21 21 2%

5.社会変革と技術革新 199 68 0 267 25%

1）技術革新 118 0 0 118 11%

2）物質材料・化学技術 12 0 0 12 1%

3）資源・エネルギー 0 33 0 33 3%

4）金融・三次産業ほか 0 17 0 17 2%

5）知的財産・特許 26 0 0 26 2%
6）基準・認証・標準・試薬 0 0 0 0 0%
7）法制 43 18 0 61 6%
8)歴史 0 0 0 0 0%
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応募者の推移
ー関連講座ー
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応募者
ー2014年度関連講座ー

分類
応募者数

比率
基礎 中級 上級 合計

教養編 744 348 64 1156 51%

専門編 0 134 255 389 17%専門編 0 134 255 389 17%

研修編 0 328 42 370 16%

大学･大学院編 305 57 0 362 16%

合計 1049 867 361 2277 100%

比率 46% 38% 16% 100%

応募者
ー2013年度関連講座ー

分類
応募者数

比率
基礎 中級 上級 合計

教養編 24 478 0 502 30%

専門編 0 124 275 399 24%専門編 0 124 275 399 24%

研修編 0 22 0 22 1%

大学･大学院編 416 316 0 732 44%

合計 440 940 275 1655 100%

比率 27% 57% 17% 100%

応募者
ー2014年度関連講座ー

分野(大分類) 応募者数
比率

基礎 中級 上級 合計
1.化学物質総合経営 314 150 20 484 21%
2.生物総合経営 0 14 0 14 1%
3.コミュニケーション 0 27 44 71 3%
4.分野別総合管理 380 320 255 955 42%
5.社会変革と技術革新 69 223 0 292 13%
6.地域 92 35 0 127 6%
7.国際 118 30 0 148 6%
8.教育・人材育成 0 68 42 110 5%
9.芸術・スポーツ 76 0 0 76 3%

合計 1049 867 361 2277 100%

比率 46% 38% 16% 100%

応募者
ー2013年度関連講座ー

分野(大分類)
応募者数

比率
基礎 中級 上級 合計

1.化学物質総合経営 16 175 0 191 12%

2 生物総合経営 0 47 0 47 3%2.生物総合経営 0 47 0 47 3%

3.コミュニケーション 0 16 0 16 1%

4.分野別総合管理 416 608 275 1299 78%

5.社会変革と技術革新 8 94 0 102 6%

合計 440 940 275 1655 100%

比率 27% 57% 17% 100%

応 募 者 属 性応 募 者 属 性
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年齢別応募者
ー共催・関連講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー
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年齢別応募者
ー共催講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー
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年齢別応募者
ー関連講座（第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー
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ー共催・関連講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー
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地域ブロック別応募者
ー共催講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー
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職業別応募者
ー共催・関連講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー
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職業別応募者
ー共催講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー
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13%

無職
5%

第Ⅲ期

第Ⅱ期

三次産業
20%

医療・保健
0.0%

研究
7%

土木・建設
2%

製造業
38%

三次産業
29%

医療・保健
0.1%

研究
5%

教員
3%

公務員
4%

学生・院生
4%

その他
15%

製造業
43%

三次産業
19%

医療・保健
8%

研究
4%

教員
1%

3%

製造業が４割
傾向の維持

土木・建

設・農業・

水産業

2%

製造業
19%

その他
17%

無職
2%

不明
4%

製造業
5%

三次産業
5%

その他
5%

不明
1%

職業別応募者
ー関連講座（第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー

三次産業
4%
医療・保

健

8%
研究
1%教員

2%

公務員
3%

学生・院

生

38%

医療・保

健

35%

研究
1%

教員
1%

公務員
1%

学生・院

生

46%

第Ⅱ期 第Ⅲ期
応募者の多様化

男女別応募者
ー共催講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー

第Ⅰ期

男性
65%

女性
35% 女性

27%

第Ⅲ期

第Ⅱ期

65%

男性
70%

女性
30%

男性の比率が増加3/4近く

男性
73%

第Ⅰ期

応募者の講座継続受講の割合
ー共催講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー

0回
51%

2回
11%

3回
8%

4回
4%

5回
3%

6回
2%

7回
1% 8回以上

0.2%

3回
5%

4回
2%

5回
2%

6回
2%

7回
2%

8回以上
5%

第Ⅲ期

第Ⅱ期

1回
20%

0回
62%

1回
16%

2回
6%

3回
4%

4回
4%

5回
2%

6回
2%

7回
1%

8回以上
3%

0回
66%

1回
11%

2回
5%

全国展開による新規受講者の増加
5回以上の応募者が一割

第Ⅰ期

講座を知った情報源
ー共催講座（第Ⅰ期・第Ⅱ期・第Ⅲ期比較）ー

HP
41%

パンフレット・

ポスタ

口コミ
12%

上司あるいは

教育部門の

指示
8%

その他
9%

HP
31%

上司あるいは

教育部門の

指示
21%

その他
13%

第Ⅲ期

第Ⅱ期

メール
15%

新聞雑誌
2%

ポスター
13%

HP
39%

メール
22%

新聞雑誌
1%

パンフレット・

ポスター
3%

口コミ
9%

上司あるい

は教育部門

の指示
15%

その他
11%

上司あるいは教育部門の指示の増加
研修コースとしての活用の増大

メール
18%

新聞雑誌
1%

パンフレット・

ポスター
3%

口コミ
13%
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受 講 者受 講 者

受講者の推移
ー共催・関連講座ー
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者
数
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数

受講者数 科目あたり受講者数

（注）第Ⅰ期～第Ⅲ期の数値は一年あたりの平均値である
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Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 2013 2014

科
目

あ
た

り

受
講

者

年度

受講者
ー2014年度共催・関連講座ー

分野(大分類)
受講者数

比率
基礎 中級 上級 合計

共

1.化学物質総合経営 52 98 0 150 5%

2.生物総合経営 17 69 142 228 7%

3.コミュニケーション 0 0 0 0 0%

4.分野別総合管理 184 33 0 217 7%
共
催
講
座

5.社会変革と技術革新 62 118 0 182 6%

6.地域 0 27 0 27 1%

7.国際 0 11 0 11 0%

8.教育・人材育成 0 25 0 25 1%

9.芸術・スポーツ 0 0 0 0 0%

小計 313 381 142 836 27%

関連講座 1011 858 341 2210 73%

合計 1324 1239 483 3046 100%

比率（％） 43% 41% 16% 100%

受講者
ー2013年度共催・関連講座ー

分野(大分類)
受講者数

比率
基礎 中級 上級 合計

共

1.化学物質総合経営 44 65 0 109 4%

2.生物総合経営 15 101 156 272 10%

3.コミュニケーション 33 13 0 46 2%

4.分野別総合管理 178 70 21 269 10%

社会変革と技術革新共
催
講
座

5.社会変革と技術革新 199 68 0 267 10%

6.地域 28 28 0 56 2%

7.国際 19 26 0 45 2%

8.教育・人材育成 0 14 0 14 1%

9.芸術・スポーツ 0 0 0 0 0%

小計 516 385 177 1078 40%

関連講座 440 915 267 1622 60%

合計 956 1300 444 2700 140%

比率（％） 35% 48% 16% 100%
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100%

率

芸術・スポーツ

教育・人材育成

国際

受講者の比率の推移
ー分野別：共催・関連講座ー
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コミュニケーション

技術リスク

生物総合経営

化学物質総合経営

（注）第Ⅰ期～第Ⅲ期の数値は一年あたりの平均値である
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上級

中級～上級

受講者の比率の推移
－水準別：共催・関連講座－
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年度

中級 上級

中級

基礎～中級
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（注）第Ⅰ期～第Ⅲ期の数値は一年あたりの平均値である
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Ⅰ期
平均

Ⅱ期
平均

Ⅲ期
平均

2009 2010 2011 2012 2013 2014

基礎 457 1066 1094 1510 1331 632 792 864 1324

基礎～
244

受講者
－水準別：共催・関連講座－

中級
244

中級 384 1357 1357 1151 1050 1715 1511 1392 1239

中級～
上級

61

上級 46 980 980 1507 1588 395 429 444 483

合計 1191 3403 2873 4168 3969 2742 2732 2700 3046

受講者の推移
ー共催講座ー

40 

50 

60 2000 

受
講

者
数

者
数

受講者数 科目あたり受講者数

自立性の強化のため
共催講座を関連講座に移行

（注）第Ⅰ期～第Ⅲ期の数値は一年あたりの平均値である
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Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 2013 2014

科
目

あ
た

り

受
講

者

年度

分野(大分類)
受講者数

比率
基礎 中級 上級 合計

1.化学物質総合経営 52 98 0 150 18%

2.生物総合経営 17 69 142 228 27%

3.コミュニケーション 0 0 0 0 0%

4 分野別総合管理 182 33 0 215 26%

受講者
ー2014年度共催講座ー

4.分野別総合管理 182 33 0 215 26%

5.社会変革と技術革新 182 33 0 180 22%

6.地域 0 27 0 27 3%

7.国際 0 11 0 11 1%

8.教育・人材育成 0 25 0 25 3%

9.芸術・スポーツ 0 0 0 0 0%

合計 313 381 142 836 100%

比率 37% 46% 17% 100%

分野(大分類)
受講者数

比率
基礎 中級 上級 合計

1.化学物質総合経営 44 65 0 109 10%

2.生物総合経営 15 101 156 272 25%

3.コミュニケーション 33 13 0 46 4%

4 分野別総合管理 178 70 21 269 25%

受講者
ー2013年度共催講座ー

4.分野別総合管理 178 70 21 269 25%

5.社会変革と技術革新 199 68 0 267 25%

6.地域 28 28 0 56 5%

7.国際 19 26 0 45 4%

8.教育・人材育成 0 14 0 14 1%

9.芸術・スポーツ 0 0 0 0 0%

合計 516 385 177 1078 100%

比率 48% 36% 16% 100%

分野(中分類)
受講者数

比率
基礎 中級 上級 合計

4.分野別総合管理 182 33 0 215 26%

1) 医療･保健 0 0 0 0 0%

2) 労働 19 30 0 49 6%

3) 食･農 0 0 0 0 0%

4) 鉱工業製品･医薬品 107 0 0 107 13%

5) 環境 43 0 0 43 6%

6) 放射線 原子力 13 3 0 16 2%

受講者
ー2014年度共催講座ー

6) 放射線・原子力 13 3 0 16 2%

7) 保安・防災 0 0 0 0 0%

5.社会変革と技術革新 62 118 0 180 22%

1）技術革新 5 107 0 112 13%

2）物質材料・化学技術 0 0 0 0 0%

3）資源・エネルギー 0 3 0 33 0%

4）金融・三次産業ほか 0 0 0 0 0%

5）知的財産・特許 16 0 0 16 2%

6）基準・認証・標準・試薬 0 0 0 0 0%

7）法制 41 8 0 49 6%

8)歴史 0 0 0 0 0%

分野(中分類)
受講者数

比率
基礎 中級 上級 合計

4.分野別総合管理 178 70 21 269 25%

1) 医療･保健 0 0 0 0 0%

2) 労働 12 45 0 57 5%

3) 食･農 0 21 0 21 2%

4) 鉱工業製品･医薬品 150 4 0 154 14%

5) 環境 16 0 0 16 1%

6) 放射線 原子力 0 0 0 0 0%

受講者
ー2013年度共催講座ー

6) 放射線・原子力 0 0 0 0 0%

7) 金融 0 0 21 21 2%

5.社会変革と技術革新 199 68 0 267 25%

1）技術革新 118 0 0 118 11%

2）物質材料・化学技術 12 0 0 12 1%

3）資源・エネルギー 0 33 0 33 3%

4）金融・三次産業ほか 0 17 0 17 2%

5）知的財産・特許 26 0 0 26 2%

6）基準・認証・標準・試薬 0 0 0 0 0%

7）法制 43 18 0 61 6%

8)歴史 0 0 0 0 0%
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受講者の比率の推移
ー分野別：共催講座ー
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（注）第Ⅰ期～第Ⅲ期の数値は一年あたりの平均値である
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受講者の比率の推移
－水準別：共催講座－
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（注）第Ⅰ期～第Ⅲ期の数値は一年あたりの平均値である

Ⅰ期
平均

Ⅱ期
平均

Ⅲ期
平均

2009 2010 2011 2012 2013 2014

基礎 457 445 370 402 436 452 491 424 315

基礎～
244

受講者
－水準別：共催講座－

中級
244

中級 384 491 385 496 499 396 574 385 384

中級～
上級

61

上級 46 434 160 1243 204 138 151 177 142

合計 1191 1370 914 2141 1139 986 1216 986 841

受講者の推移
ー関連講座ー

40 

50 

60 

1500

2000 

2500 

講
者

数

数

受講者数 科目あたり受講者数

（注）第Ⅱ期と第Ⅲ期の数値は一年あたりの平均値である
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年度

受講者
ー2014年度関連講座ー

分類
受講者数

比率
基礎 中級 上級 合計

教養編 706 342 50 1098 50%

専門編 0 134 249 383 17%

研修編 0 328 42 370 17%

大学･大学院編 305 54 0 359 16%

合計 1011 858 341 2210 100%

比率 46% 39% 15% 100%

受講者
ー2013年度関連講座ー

分類
受講者数

比率
基礎 中級 上級 合計

教養編 24 453 0 477 29%

専門編 0 124 267 391 24%

研修編 0 22 0 22 1%

大学･大学院編 416 316 0 732 45%

合計 440 915 267 1622 100%

比率 27% 56% 16% 100%
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受講者
ー2014年度関連講座ー

分野(大分類) 受講者数
比率

基礎 中級 上級 合計
1.化学物質総合経営 314 150 20 484 22%
2.生物総合経営 0 14 0 14 1%
3.コミュニケーション 0 25 30 55 2%
4.分野別総合管理 364 316 249 929 42%
5.社会変革と技術革新 68 220 0 228 13%
6.地域 92 35 0 127 6%
7.国際 118 30 0 148 7%
8.教育・人材育成 0 68 42 110 5%
9.芸術・スポーツ 55 0 0 55 2%

合計 1011 858 341 2210 100%

比率 46% 39% 15% 100%

受講者
ー2013年度関連講座ー

分野(大分類)
受講者数

比率
基礎 中級 上級 合計

1.化学物質総合経営 16 174 0 190 12%

2 生物総合経営 0 47 0 47 3%2.生物総合経営 0 47 0 47 3%

3.コミュニケーション 0 16 0 16 1%

4.分野別総合管理 416 584 267 1267 78%

5.社会変革と技術革新 8 94 0 102 6%

合計 16 174 0 190 12%

比率 0 47 0 47 3%
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（注）第Ⅱ期と第Ⅲ期の数値は一年あたりの平均値である

受講者の比率の推移
－水準別：関連講座－
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（注）第Ⅱ期と第Ⅲ期の数値は一年あたりの平均値である
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Ⅱ期 Ⅲ期

受
講

者
の

比
率 基礎

Ⅱ期
平均

Ⅲ期
平均

2009 2010 2011 2012 2013 2014

基礎 621 726 1108 895 180 301 440 1011

受講者
－水準別：関連講座－

中級 866 933 655 551 1319 937 1007 858

上級 546 304 264 1384 257 278 267 341

合計 2032 1962 2027 2830 1756 1516 1714 2210

順
位

業種
組織
数

順
位

業種
組織
数

1
専門サービス・コンサルティ
ング・その他サービス業

306 6 電気機械器具製造 106

受講者の所属組織の分野上位１０傑
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

2
化学工業・石油製品
（製薬含む）

300 7
私立の短大・大学・その他
の学校（教員・学生共に含）

87

3
その他
（全31分野に含まれない）

170 8 民間研究機関 80

4
卸売・小売・飲食店
（商社・生協含）

163 9 その他製造業 75

5
その他国家・地方公務員
（保健所等を含む非行政職）

111 10 公的研究機関 70
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順
位

業種
組織
数

順
位

業種
組織
数

11
医療関係
（医師・獣医師含）

66 16
国家・地方公務員
（行政関係）

49

受講者の所属組織の分野上位11位～20位
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

12 土木・建築 62 17 NGO・NPO 46

12 食料品製造 62 18 情報サービス・情報処理 45

14
公立の小学校・中学校・
高等学校

57 19 精密機械器具製造 33

15 一般機械器具製造 51 20 出版・印刷 31

順
位

業種
組織
数

順
位

業種
組織
数

21 運輸・通信 29 27 輸送用機械器具製造 17

受講者の所属組織の分野上位21位～32位
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

21 金融・保険 28 28 非鉄金属製造 16

23
国公立の短大・高専・大学
（教員・学生共に含）

22 29 金属製品 14

24
私立の小学校・中学校・
高等学校

20 30 窯業・土石製品製造 13

24 電気・ガス・水道 20 31 鉄鋼業 11

24 プラスチック・ゴム製品製造 20 32 繊維・繊維製品 7

受講者の所属組織の分野別割合
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

製造業
研究機関

7%

医療関係
3%

NGO・NPO
2%

その他
8%

製造業
33%

土木・建築
3%

第三次産業

（卸売・小売

除）
21%

卸売・小売
7%

公務員
7%

私立学校
5%

国公立学校
4%

7%

順
位

所属名称
延べ
人数

順
位

所属名称
延べ
人数

1 お茶の水女子大学 201 6
新エネルギー・産業技術
総合開発機構（NEDO）

75

2 花王 114 7 住友ベ ク イト 69

受講者の多い組織上位１０傑
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

2 花王 114 7 住友ベークライト 69

3 ライオン 93 8 早稲田大学 66

4 旭硝子（AGC） 87 9 出光興産 65

5 動物臨床医学研究所 85 10 ADEKA（旭電化工業） 64

10 宇野動物病院 64

順
位

所属名称
延べ
人数

順
位

所属名称
延べ
人数

12 山陽動物医療センター 60 17 東京大学 51

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

受講者の多い組織12位～21位
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

13 化学物質評価研究機構 56 17 パナソニック 51

14
お茶の水女子大学附属
中学校

55 19 三井化学 47

15 キヤノン 53 20 日本生活協同組合連合会 45

16 米子動物医療センター 52 21 農林水産省 44

順
位

所属名称
延べ
人数

順
位

所属名称
延べ
人数

22 特許庁 43 30 富士フイルム 35

22 東京久栄 43 30 日本リファイン 35

受講者の多い組織22位～35位
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

24 日本アイ・ビー・エム 40 32 凸版印刷 34

25 杉並保健所 38 32 三菱レイヨン 34

26
三菱化学テクノリサーチ
（ダイヤリサーチマーテック）

37 32 コーセー 34

26 宇部興産 37 35 帝国石油 33

26 製品評価技術基盤機構 37 35 保土谷化学工業 33

29 舞鶴動物医療センター 36 35 シンジェンタ・ジャパン 33
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順
位

所属名称
延べ
人数

順
位

所属名称
延べ
人数

38 放送大学 32 47 昭和電工 28

38 住化分析センター 32 47 帝人（帝人化成） 28

受講者の多い組織38位～55位
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

40 日本化学工業協会 31 47 正木技術士事務所 28

40 高砂香料工業 31 50 富士ゼロックス 27

42 オリンパス 30 50 クラレ 27

42 日立製作所 30 50 内閣府 27

44 サッポロビール 29 50 東芝 27

44 綜研化学 29 50 シラナガ動物病院 27

44
NPO法人東京湾と荒川・利根
川・多摩川を結ぶ水フォーラム

29 55 東京テクニカルカレッジ 26

順
位

所属名称
延べ
人数

順
位

所属名称
延べ
人数

56 清水建設 25 60 関東化学 24

56 住友化学 25 60 東京都下水道局 24

56 市民科学研究室 25 60 北区立滝野川第三小学校 24

受講者の多い組織56位～69位
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

56 市民科学研究室 25 60 北区立滝野川第三小学校 24

56 埼玉県立和光高等学校 25 69 日立化成工業 23

60 大塚製薬 24 69 明電舎 23

60 アサヒビール 24 69 ヒゲタ醤油 23

60 NTTデータ 24 69 エルピーダメモリ 23

60 アリスタライフサイエンス 24 69 生活協同組合コープとうきょう 23

60 エステー 24 69 ブレーメン・コンサルティング 23

60
協和発酵キリン
（協和発酵工業）

24

順
位

所属名称
延べ
人数

順
位

所属名称
延べ
人数

75
井笠動物医療センター・
小出動物病院

22 83
NPO法人かながわ環境
カウンセラー協会

20

75 大日精化工業 22 87 アース製薬 19

75 環境管理センター 22 87 セントラル硝子 19

受講者の多い組織75位～90位
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

75 環境管理センタ 22 87 セントラル硝子 19

78 デュポン 21 87 曙ブレーキ工業 19

78 味の素 21 90 三菱マテリアル 18

78 富士通 21 90 横浜市鶴見保健センター 18

78 HOYA 21 90 BASFジャパン（BASFアグロ） 18

78 武田栄一事務所 21 90 本田技術研究所 18

83 電気化学工業 20 90 まつかわ動物病院 18

83
NPO法人シニアボランティア
経験を活かす会

20 90
協和発酵ケミカル
（KHネオケム）

18

83 杉崎技術士事務所 20

順位 所属名称
延べ
人数

順位 所属名称
延べ
人数

96 新日本製鐵 17 103 フレゼニウスカービジャパン 16
96 前川製作所 17 103 サン・ペットクリニック 16

96 日本オートケミカル工業 17 110 キューピー 15
96 横河電機 17 110 ヤマザキナビスコ 15

受講者の多い組織96位～110位
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

96 横河電機 17 110 ヤマザキナビスコ 15
96 コニカミノルタ 17 110 大鵬薬品工業 15
96 大日本除虫菊 17 110 日本ビクター 15

96 日本無機薬品協会 17 110 カーギルジャパン 15
103 荏原製作所 16 110 江東区 15
103 クボタシーアイ 16 110 科学技術振興機構 15
103 イカリ消毒 16 110 ソニー 15
103 オオスミ 16 110 大日本印刷 15

103 ニュースキンジャパン 16 110
ハイドロジェニックス（ジャパ
ン）インク

15

順
位

所属名称 人数
順
位

所属名称 人数

1 動物臨床医学研究所 12 7 住友ベークライト 6

2 宇野動物病院 11 7 ライオン 6

4科目以上の受講者の多い組織上位１０傑
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

3 お茶の水女子大学 10 9 ADEKA（旭電化工業） 5

4 花王 8 9 旭硝子 5

4 山陽動物医療センター 8 9 舞鶴動物医療センター 5

4 米子動物医療センター 8 9 シラナガ動物病院 5

4科目以上受講した者が4名：11組織，4科目以上受講した者が3名：6組織
4科目以上受講した者が2名：43組織，4科目以上受講した者が1名：438組織

順
位

所属名称 人数
順
位

所属名称 人数

1 花王 3 2
お茶の水女子大学
附属中学校

2

2 旭硝子（AGC） 2 2 三井化学 2

10科目以上の受講者の多い組織
－第Ⅰ期～第Ⅲ期 （2004～2014年度）共催講座－

全2187組織から延べ11508名が受講：1組織あたり受講者5.3名

硝 （ ） 井 学

2 化学物質評価研究機構 2 2 日本オートケミカル工業会 2

2 帝国石油 2 2 大塚製薬 2

2 特許庁 2 2 日本アイ・ビー・エム 2

2 大日精化工業 2

10科目以上受講した者が1名：108組織
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修 了 者修 了 者

修了者の推移
ー共催・関連講座ー
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50%

55%

60%

65%

Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 2013 2014

修
了

年度

修了者
ー2014年度共催・関連講座ー

分野(大分類)
終了者数

比率
基礎 中級 上級 合計

共

1.化学物質総合経営 32 58 0 90 4%

2.生物総合経営 8 26 30 64 3%
3.コミュニケーション 0 0 0 0 0%
4.分野別総合管理 111 30 0 141 6%

共
催
講
座

5.社会変革と技術革新 27 32 0 59 2%

6.地域 0 13 0 13 1%
7.国際 0 2 0 2 0%

8.教育・人材育成 0 22 0 22 1%

9.芸術・スポーツ 0 0 0 0 0%

小計 178 183 30 391 16%

関連講座 955 807 291 2053 84%

合計 1133 990 321 2444 100%

比率（％） 46% 41% 13% 100%

修了者
ー2013年度共催・関連講座ー

分野(大分類)
終了者数

比率
基礎 中級 上級 合計

共

1.化学物質総合経営 26 36 0 62 4%

2.生物総合経営 6 45 44 95 5%
3.コミュニケーション 12 5 0 17 1%
4.分野別総合管理 99 50 10 159 9%

共
催
講
座

5.社会変革と技術革新 69 24 0 93 5%

6.地域 27 15 0 42 2%
7.国際 9 4 0 13 1%

8.教育・人材育成 0 9 0 9 1%

9.芸術・スポーツ 0 0 0 0 0%

小計 248 188 54 490 28%

関連講座 391 648 208 1247 72%

合計 639 836 262 1737 128%

比率（％） 37% 48% 15% 100%
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修了者の比率の推移
ー分野別：共催・関連講座ー
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修了者の比率の推移
－水準別：共催・関連講座－
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基礎

修了者
－水準別：共催・関連講座－

Ⅰ期
平均

Ⅱ期
平均

Ⅲ期
平均

2009 2010 2011 2012 2013 2014

基礎 239 548 872 985 406 341 461 612 1133

基礎～
145

中級
145

中級 218 1123 927 794 1397 1240 1062 863 990

中級～
上級

34

上級 26 454 292 725 603 228 258 262 321

合計 661 2125 2091 2504 2406 1809 1781 1737 2444
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Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 2013 2014

修
了

年度

修了者
ー2014年度共催講座ー

分野(大分類)
修了者数

比率
基礎 中級 上級 合計

1.化学物質総合経営 32 85 0 90 23%

2.生物総合経営 8 26 30 64 16%

3.コミュニケーション 0 0 0 0 0%

4 分野別総合管理 111 30 0 141 36%4.分野別総合管理 111 30 0 141 36%

5.社会変革と技術革新 27 32 0 59 15%

6.地域 0 13 0 13 3%

7.国際 0 2 0 2 1%

8.教育・人材育成 0 22 0 22 6%

9.芸術・スポーツ 0 0 0 0 0%

合計 178 183 30 391 100%

比率 46% 47% 8% 100%

修了者
ー2013年度共催講座ー

分野(大分類)
修了者数

比率
基礎 中級 上級 合計

1.化学物質総合経営 26 36 0 62 13%

2.生物総合経営 6 45 44 95 19%

3.コミュニケーション 12 5 0 17 3%

4 分野別総合管理 99 50 10 159 32%4.分野別総合管理 99 50 10 159 32%

5.社会変革と技術革新 69 24 0 93 19%

6.地域 27 15 0 42 9%

7.国際 9 4 0 13 3%

8.教育・人材育成 0 9 0 9 2%

9.芸術・スポーツ 0 0 0 0 0%

合計 248 188 54 490 100%

比率 51% 38% 11% 100%
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修了者
ー2014年度共催講座ー

分野(中分類)
修了者数

比率
基礎 中級 上級 合計

4.分野別総合管理 111 30 0 141 36%

1) 医療･保健 0 0 0 0 0%

2) 労働 17 29 0 46 12%

3) 食･農 0 0 0 0 0%

4) 鉱工業製品･医薬品 56 0 0 56 14%

5) 環境 26 0 0 26 7%

6) 放射線・原子力 12 1 0 13 3%

7) 保安・防災 0 0 0 0 0%

5.社会変革と技術革新 27 32 0 59 15%

1）技術革新 4 23 0 27 7%

2）物質材料・化学技術 0 0 0 0 0%

3）資源・エネルギー 0 2 0 2 1%

4）金融・三次産業ほか 0 0 0 0 0%

5）知的財産・特許 1 0 0 1 0%

6）基準・認証・標準・試薬 0 0 0 0 0%

7）法制 22 7 0 29 7%

8)歴史 0 0 0 0 0%

修了者
ー2013年度共催講座ー

分野(中分類)
修了者数

比率
基礎 中級 上級 合計

4.分野別総合管理 99 50 10 159 32%

1) 医療･保健 0 0 0 0 0%

2) 労働 9 40 0 49 10%

3) 食･農 0 6 0 6 1%

4) 鉱工業製品･医薬品 82 4 0 86 18%

5) 環境 8 0 0 8 2%

6) 放射線・原子力 0 0 0 0 0%

7) 金融 0 0 10 10 2%

5.社会変革と技術革新 69 24 0 93 19%

1）技術革新 35 0 0 35 7%

2）物質材料・化学技術 5 0 0 5 38%

3）資源・エネルギー 0 15 0 15 4%

4）金融・三次産業ほか 0 0 0 0 0%

5）知的財産・特許 12 0 0 12 3%

6）基準・認証・標準・試薬 0 0 0 0 0%

7）法制 17 0 0 17 4%

8)歴史 0 0 0 0 0%
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修了者
－水準別：共催講座－

Ⅰ期
平均

Ⅱ期
平均

Ⅲ期
平均

2009 2010 2011 2012 2013 2014

基礎 239 230 216 254 233 204 227 253 178

基礎～
145

中級
145

中級 218 261 183 312 308 186 238 183 183

中級～
上級

34

上級 26 237 42 687 165 46 48 54 30

合計 661 727 441 1253 706 436 513 490 391
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修了率の推移
ー関連講座ー
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（注）第Ⅱ期と第Ⅲ期の数値は一年あたりの平均値である
修了率とは受講者に対する修了者の割合である
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修
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率

年度

修了者
ー2014年度関連講座ー

分類
修了者数

比率
基礎 中級 上級 合計

教養編 650 340 50 1040 51%

専門編 0 90 199 289 14%専門編 0 90 199 289 14%

研修編 0 323 42 365 18%

大学･大学院編 305 54 0 359 17%

合計 955 807 291 2053 100%

比率 47% 39% 14% 100%

修了者
ー2013年度関連講座ー

分類
修了者数

比率
基礎 中級 上級 合計

教養編 24 361 0 385 31%

専門編 0 80 208 288 23%専門編 0 80 208 288 23%

研修編 0 22 0 22 2%

大学･大学院編 367 185 0 552 44%

合計 391 648 208 1247 100%

比率 31% 52% 17% 100%

修了者
ー2014年度関連講座ー

分野(大分類)
修了者数

比率
基礎 中級 上級 合計

1.化学物質総合経営 314 150 20 484 24%
2.生物総合経営 0 13 0 13 1%
3.コミュニケーション 0 24 30 54 3%
4.分野別総合管理 326 272 199 797 39%
5.社会変革と技術革新 67 220 0 287 14%
6.地域 91 30 0 121 6%
7.国際 118 30 0 148 7%
8.教育・人材育成 0 68 42 110 5%
9.芸術・スポーツ 39 0 0 39 2%

合計 955 807 291 2053 100%

比率 47% 39% 14% 100%

修了者
ー2013年度関連講座ー

分類(大分類)
修了者数

比率
基礎 中級 上級 合計

1.化学物質総合経営 16 119 0 135 11%

生物総合経営 0 46 0 46 4%2.生物総合経営 0 46 0 46 4%

3.コミュニケーション 0 1 0 1 0%

4.分野別総合管理 367 394 208 969 78%

5.社会変革と技術革新 8 88 0 96 8%

合計 391 648 208 1247 100%

比率 31% 52% 17% 100%
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80%

90%

100%

比
率

修了者・分野別（関連）

芸術・スポーツ

教育・人材育成

国際

地域

修了者の比率の推移
ー分野別：関連講座ー

0%
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Ⅱ期 Ⅲ期
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比 社会変革と技術革新

分野別総合管理

コミュニケーション

技術リスク

生物総合経営

化学物質総合経営

（注）第Ⅱ期と第Ⅲ期の数値は一年あたりの平均値である
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60%

70%

80%

90%

100%

数

上級

中級～上級

修了者の比率の推移
－水準別：関連講座－

0%

10%

20%

30%

40%

50%

Ⅱ期 Ⅲ期

修
了

者
数

年度

中級

基礎～中級

基礎

（注）第Ⅱ期と第Ⅲ期の数値は一年あたりの平均値である

Ⅱ期
平均

Ⅲ期
平均

2009 2010 2011 2012 2013 2014

基礎 621 657 1108 895 180 301 440 955

修了者
－水準別：関連講座－

中級 866 744 655 551 1319 937 915 807

上級 546 250 264 1384 257 278 267 291

合計 2032 1650 2027 2830 1756 1516 1622 2053

Ⅳ．自己点検・外部評価Ⅳ．自己点検 外部評価

自己点検・外部評価

Ⅰ．自己点検評価
１．協議会による評価
２．受講者や講師による評価

①講師による科目評価

Ⅱ．外部評価
１．評価委員会による評価
２．年次大会・奨励賞

①講師による科目評価
②受講者による講義評価
③受講者による科目評価

自己点検
１．協議会による評価

機関（2015年度）←48機関（2014年度）← 56機関(2013年度)← 42機関(2012年
度)←29機関(2010年度)

開講機関及び連携機関と知の市場事務局で構成する協議会を設置し、運営主体とし
て講座や科目の構成及び知の市場の運営について審議し相互に評価する。

２．受講者や講師による評価

知の市場運営の直接的な関係者である受講者及び講師に対して、アンケート調査な
どを実施し、授業及び科目の改善や講座運営の合理化などに活用する。

①講師による科目評価

講師に対して講義科目の終了時点で、受講者や講座運営などに関するアンケート調
査を実施し、開講科目を客観的に評価して科目の改善や講座運営の合理化などに
活用する。

②受講者による講義評価
受講者に対して15回の講義毎に毎回、授業の満足度、理解度、講義レベル、講師の
話し方、教材の5項目についてアンケート調査を実施し、講師の自己点検と授業の改
善に活用する。

③受講者による科目評価

受講者に対して受講科目の終了時点で、受講するに至った背景や動機、満足度や理
解度、授業の内容や科目の構成などについてアンケート調査を実施し、開講科目を
客観的に評価して科目の改善や講座運営の合理化などに活用する。

知の市場協議会構成員 分類別内訳

ー2014年度ー

所属分類 機関数 人数

専門機関・研究機関 9 23

公共団体 2 3

産業界・業界団体 16 29

（2014年12月5日現在）

産業界 業界団体 16 29

大学・学会 12 17

消費者団体・非営利団体他 5 10

報道機関 0 0

市民（個人） 4 28

合計 48 110



48

知の市場協議会
ー2014年度所属分類別内訳ー

48機関 110名
開講機関・連携機関等 構成員

専門機関・

研究機関
21%

市民(個人)
25%

専門機関・

研究機関
19%消費者団

体・非営利

団体他

報道機関
0%

市民(個人)
8%

多様な参画機関と構成員

公共団体
3%

産業界・業

界団体
27%

大学・学会
15%

消費者団

体・非営利

団体他
9%

報道機関
0%公共団体

4%

産業界・業

界団体
33%

大学・学会
25%

団体他
11%

2014年12月5日現在

講師の評価
共催講座講師アンケ ト集計結果―共催講座講師アンケート集計結果―

受講者の人数
－共催講座－
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受講者の受講意欲
－共催講座－
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Ⅰ期
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Ⅲ期

どちらかといえば
意欲が感じられた

意欲が感じら
れた

普通 どちらかといえば
意欲が感じられ

なかった

意欲が感じら
れなかった
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Ⅲ期

受講者の受講態度
－共催講座－
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Ⅱ期

0%
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Ⅲ期

受講者とのコミュニケーション
－共催講座－
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受講者から多くの質
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普通 質問が少なく、やや物
足りなかった

全く対話が成り立た
なかった
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20%

25%
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受講者の講義内容における理解度
－共催講座－
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Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

よく理解したと思う どちらかと言えば
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受講者の評価
受講者アンケ ト集計結果―受講者アンケート集計結果―
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受講者の最終学歴
受講者の最終学歴

－共催講座－
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講義内容の理解度
－共催講座－
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他の人への紹介
－共催講座－
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Ⅲ期

所属分類 人数

専門機関 研究機関 6

外部の有識者や、経験者などで構成する評価委員会を設置し、
実施状況及び成果を大局的に評価し、講座や科目などの改善に
活用する。

62名(2015年度)← 60名(2014年度)←37名(2013年度)← 31名(2012年度)

評価委員会による外部評価

専門機関・研究機関 6
公共団体 3
産業界・業界団体 14
大学・学会 16
消費者団体・非営利団体他 2

報道機関 4
市民（個人） 17
合計 62

（2015年6月4日現在）

評価委員会委員
ー2015年度所属分類別内訳ー

多様な分野の
構成員

専門機関・

研究機関

10% 公共団体
5%市民(個人)

27%

2015年6月4日現在

62名←60名
←37名←31名←16名

産業界・業

界団体

23%

大学・学会
26%

消費者団

体・非営利

団体他

3%

報道機関
6%

2015年度 評価委員会委員一覧（１）

委員名（敬称略） 所属 肩書 分類

相澤益男 科学技術振興機構 顧問（東京工業大学元学長･元総合科学技術会議議員） 大学

阿尻雅文 東北大学 未来科学技術共同研究センター 教授 大学

阿南忠明 市民

阿部博之 科学技術振興機構 顧問（東北大学元総長･元総合科学技術会議議員） 大学

磯知香子 市民

井上睦子 文部科学省 大臣官房国際課国際戦略企画室長 公共団体

今給黎佳菜 市民

内ヶ崎功 日立化成 元社長･元会長 産業界

及川信一 市民

大川秀郎 中国農業科学院油糧作物研究所 特聘教授（神戸大学名誉教授） 大学

大川原正明 大川原化工機 社長 産業界

大久保明子 住友ベークライト S-バイオ事業部 マーケティング・営業部長 産業界

梶山千里 福岡女子大学 理事長兼学長(元九州大学総長) 大学

軽部征夫 東京工科大学 学長（東京大学名誉教授） 大学

河端茂 YKK AP 商品品質管理部 産業界

神田尚俊 東京農工大学 名誉教授 大学

菊田安至 福山大学 社会連携研究推進センター 教授 大学

岸輝雄 物質・材料研究機構 顧問 専門機関

岸田春美 市民

岸田文雄 市民

倉内憲孝 住友電工 名誉顧問 産業界
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2015年度 評価委員会委員一覧（２）

委員名（敬称略） 所属 肩書 分類

栗原脩 市民

桑原洋 日立製作所 元副会長 産業界

倉田毅 国際医療福祉大学 教授（元国立感染症研究所長） 専門機関

小出重幸 元読売新聞 元読売新聞編集委員 報道機関

小宮山宏 三菱総合研究所 理事長（前東京大学総長） 大学

佐野真理子 主婦連合会 消費者団体

白井克彦 放送大学学園 理事長（前早稲田大学総長） 大学

白井淳資 東京農工大学農学部獣医学科 教授 大学

高橋俊彦 ＪＳＲ 環境安全部 産業界

田部井豊 農業生物資源研究所 遺伝子組換え研究推進室長 専門機関

辻篤子 朝日新聞社 論説委員 報道機関

津田喬子 名古屋市立東部医療センター東市民病院 名誉院長 大学

常盤豊 文部科学省 大臣官房審議官 公共団体

中島幹 綜研化学 会長 産業界

永田裕子 みずほ情報総研 コンサルティング業務部次長 専門機関

長野庬士 西村あさひ法律事務所 弁護士 専門機関

中村幸一 市民

中村雅美 市民

西野仁雄 名古屋市立大学 前学長 大学

野中哲昌 ダイセル 生産技術本部 生産センター所長 産業界

橋都なほみ じほう 編集主幹 報道機関

2015年度 評価委員会委員一覧（３）

委員名（敬称略） 所属 肩書 分類

馬場政二 放送大学 市民

板東久美子 消費者庁 長官 公共団体

樋口敬一 市民

日和佐信子 雪印メグミルク 社外取締役（元消費者団体連絡会事務局長） 消費者団体

福永忠恒 市民

細田覚 住友化学 産業界

保利一 産業医科大学 産業保健学部長 大学

前田浩平 三洋化成工業 執行役員 産業界

増田和子 増田寰和堂 表具師 市民増田和子 増田寰和堂 表具師 市民

三浦千明 市民

溝口忠一 市民

向殿政男 明治大学 校友会長、名誉教授 大学

村田康博 YKK 産業界

守谷恒夫 住友ベークライト 元社長･元会長 産業界

保田浩志 国連科学委員会事務局 プロジェクトマネージャー 専門機関

山下俊一 長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 教授 大学

山本佳世子 日刊工業新聞社 論説委員兼編集委員 報道機関

結城命夫 市民

吉田淑則 JSR 元社長･前会長 産業界

渡辺治雄 国立感染症研究所 前所長 市民

年次大会の目的と構成

１．目的
1）年次大会は、知の市場の運営に携わる関係者が当年度の活動の

実績や次年度の開講科目計画などを広く社会に対して公開して検
証を受ける場を提供する。

2）関係者が密接なコミ ニケ ションを行い認識の共有化を促進する2）関係者が密接なコミュニケーションを行い認識の共有化を促進する
場を提供する。

２．構成
1）開講機関及び連携機関の活動の計画及び実績の報告
2）奨励賞の授与及び記念講演
3）特別講演
4）知の市場の活動報告

公開による外部評価
認識の共有化

年次大会の目的と構成

１．目的
1）知の市場の運営に携わる関係者が当該年度の活動実績や

次年度の計画などを広く社会に対して報告して相互に検証を
行う

2）関係者が密接なコミュニケーションを行い、認識の共有化を）関係者 密接 を行 、認識 共有 を
図ることのできる場を提供する

→知の市場の発展に資する

２．構成
1）開講実績の紹介
2）新規の開講機関や科目の紹介
3）奨励賞の授与

年次大会の経過と推移

1）第1回年次大会（2009年度）
2010年3月4日、早稲田大学西早稲田キャンパス
2）第2回年次大会（2010年度）
2011年3月1日、早稲田大学西早稲田キャンパス
→第2回から奨励賞の授与と記念講演を追加
3）第3回年次大会（2011年度） 出席者73 名
2012年1月30日、 お茶の水女子大学
4）第4回年次大会（2012年度） 出席者83名
2013年2月6日、お茶の水女子大学
5）第5回年次大会（2013年度） 出席者81名
2014年2月13日、お茶の水女子大学
6）第6回年次大会（2014年度） 出席者54名
2015年2月12日、お茶の水女子大学

奨励賞の授与

１．目的
知の市場における自己研鑽とその成果を活用する活動及び

人材育成や教養教育の発展と知の市場の発展に資する活動を奨励する

２．対象
受講者 講師 開講機関 連携機関 その他受講者、講師、開講機関、連携機関、その他

奨励賞授与

３．選考

候補者の
推薦

受賞者の
選考

意向の
確認

受賞者の
決定

・協議会における審議
・評価委員会による確認
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奨励賞の授与
―実績―

年度 受講者 講師 参画・協力機関

個人 機関
開講／
連携機関

連携機関
のみ

2010 1 ― 0 3 0

2011 0 ― 3 2 1

2012 0 ― 5 1 0

2013 0 1 2 0 0

2014 0 0 1 0 0

合計 1 1 11 6 １

（2015年6月4日現在）

Ⅴ． 今後の展開Ⅴ． 今後の展開

１．恒常的な教育内容の向上

２．全国の津々浦々の現場が参画

知の市場の今後の展開

社会の現場を基点にした
自立的にして自律的な

自己研鑚と自己実現の基盤の構築

恒常的な教育内容の向上

知の市場の今後の展開

と
全国の地域が参画する教育

１．分野の拡大と連携機関の拡充
１） 現代社会と世界動向を理解するために必要な

より広範で総合的な自己研鑽の機会の提供
２）多様な連携機関の参画を拡大し

知の市場の今後の課題（１）

２）多様な連携機関の参画を拡大し、
多彩な講師による多岐にわたる科目の開講

２．拠点の全国展開と開催機関の拡充
１）自己研鑽の機会の日常化と普遍化を促進
２）多様な開講機関の参画を拡大し、開講拠点の多彩化

と全国化を促進

知の市場の今後の課題（２）

３．参画機関の機能の強化
（１）全機関

１）参画機関の垣根を越えた協働・協力関係の構築
２）活動基盤の強化と自立的な活動の拡充

（２）教育機関（大学 大学院）の課題（２）教育機関（大学・大学院）の課題
１）大学・大学院の履修科目とし単位取得の対象として活用
２）大学・大学院の科目を社会人に開放するなど活用

４．内外の教育を巡る新な動きとの連携

５．基盤の強化
１）多彩な人々が自主的かつ主体的に参画する基盤を確立
２）自立的かつ自律的に発展していくための活動基盤を確立

ＪMOOC・放送大学 他
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参加機関の今後の課題
－開講機関と連携機関の検討のために具体例－

１．全機関の課題
1) 機関の垣根を越えた協働・協力関係の構築
2) 自立的な活動の強化・拡充

２ 教育機関（大学 大学院）の課題

恒常的な教育内容の向上

２．教育機関（大学・大学院）の課題
1) 大学・大学院の履修科目とし単位取得の対象として活用
2) 社会人への修士号・博士号の授与に活用
3) 社会人への学校教育法に基づく履修証明書の交付に活用

１）恒常的に教育内容の向上に努める。

２）連携機関の拡充を図って開講分野を拡大し、現

代社会と世界動向を理解するために必要なより

広範で総合的な自己研鑽の機会を提供する。

今後の課題

広範で総合的な自己研鑽の機会を提供する。

３）開講機関の拡充を図って全国展開をさらに進め

自己研鑽の機会の日常化と普遍化を推進する。

４）日常的な簡素化への努力により運営の合理化
を一層進めつつさらに透明性を高め、認識の共有
化を促進して連携を強化し協働の輪を広げる。

オープン・エデュケーション
－意義と特徴ー

教育の変革
知の市場

対面教育

ＪMOOC
Massive Open Online 

Courses

WEB教育

知の偏在が人々の格差を生み社会と世界を不安定化

経済的な理由などによる教育機会の喪失の防止

世界と社会の課題解決のために
人的資源を発掘し育て、最大限に活かす

相互補完

対面教育
+

現場重視

WEB教育
+

大学主体

第０期：黎明期（～2003年度）
１）実社会に根ざした「知の世界」の構築を目指す活動を本格化
２）「互学互教」、「社学連携」、「知の市場」などの概念を創造
３）理念を共有する有志を糾合して連携機関の原型を形成

第Ⅰ期：形成期（2004年度～2008年度）
１）5年計画で「化学・生物総合管理の再教育講座」を開始
２）「現場基点」の概念を提起し、「互学互教」、「社学連携」の概念に追加し、

「知の市場」の理念を完成
３）開講機関の概念を導入して運営体制を強化

知の市場の展開

第Ⅱ期：展開期（2009年度～2012年度）
１）自主的かつ自発的な教育活動として「知の市場」の名で新展開
２）開講科目の分野を拡大しながら全国への展開を促進
３）自立的にして自律的に活動する基盤の構築を本格化

第Ⅲ期：完成期（2013年度～2014年度）
１）社会を構成する多彩な人々が自主的に参画する活動の基盤を確立
２）「知の市場」がさらに自立的かつ自律的に発展していくための活動基盤を確立

第Ⅳ期：進化期（2015年度～）
全国の多彩な人々が自主的に参画する自立的かつ自律的な教育活動として
「知の市場」のさらなる進化

ボランタリーな自己研鑽の活動

知の市場の展開
第０期：黎明期（～2003年度）

第Ⅰ期：形成期（2004年度～2008年度）

第 期 展開期（ 年度 年度）第Ⅱ期：展開期（2009年度～2012年度）

第Ⅲ期：基盤完成期（2013年度～2014年度）
自己研鑽と自己実現のためボランティア活動の基盤構築

第Ⅳ期：自立発展期（2015年度～ ）
完全にボランティア活動で運営する教育活動

完完


